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会   議   録 （要 旨） 

会 議 名 第４回武蔵村山市地域福祉計画策定懇談会 

開 催 日 時 平成２７年８月６日（木） 午前１０時００分～午後０時 

開 催 場 所 市役所 ３０１会議室 

出 席 者 及 び 

欠 席 者 

出席者：河津座長、長田副座長、野﨑委員、吉冨委員、栗原委員、髙橋委

員、小谷委員、若杉委員、佐藤委員、加藤委員、木下委員、小川

委員 

欠席者：堀越委員、藤崎委員、大平委員 

事務局：健康福祉部長、地域福祉課長、避難行動要支援者計画担当課長、

地域福祉課主査（地域福祉グループ）、地域福祉課主任（地域福

祉グループ）、コンサルタント（２名） 

報 告 事 項 

⑴ 第３回武蔵村山市地域福祉計画策定懇談会の会議録（要旨）について 

⑵ 第３回地域福祉計画策定懇談会における指摘事項について 

⑶ その他 

議 題 
⑴ 地域福祉計画の素案（第４章）の検討について 

⑵ その他 

結 論 
（決定した方針、残さ

れた問題点、保留事項

等 を 記 載 す る 。 ） 

⑴ １５ページ「現況」の内容について表現を修正し、「めざす地域のす

がた」の活動拠点について表現の仕方を削除も含め検討し、修正する。 

 １８ページ「コラム」の内容について表現を修正する 

３０ページ「主な取組」の「⑴ 相談窓口の充実」及び「⑵ 苦情相

談窓口の充実」について、内容を再検討する。 

３７ページ「取組」の「⑵ 公共交通機関の整備とバリアフリー化、

ユニバーサルデザインの促進」について、乗り合いタクシーの内容を確

認して必要に応じて記載する。 

「市民にできること」及び「市内の事業者（所）にできること」の内

容に委員の意見を反映できるよう再度検討し、また、両者が対象として

いる主体を明確にする。 

 地域福祉計画の素案の第４章第４節については、次回懇談会にて審議

を行うこととする。 

⑵ 次回の開催日は、９月１５日（火）午前１０時からとする。 

審 議 経 過 
（主な意見等を原則と

して発言順に記載し、

同一内容は一つにまと

める。） 

 

 

（○＝委員、 

●＝事務局） 

※ 議事進行前に事務局から配付資料の確認が行われた。 

 

報告事項 

⑴ 第３回武蔵村山市地域福祉計画策定懇談会の会議録（要旨）について 

【説明要旨】（参考「資料１ 第３回武蔵村山市地域福祉計画策定懇談会

の会議録（要旨）」） 

● 「第３回武蔵村山市地域福祉計画策定懇談会の会議録（要旨）」に

ついては、資料１のとおりである。修正などがあれば、本日から一週

間程度を目途に事務局までご連絡いただきたい。修正があれば修正の

上、会議録（要旨）を確定し、武蔵村山市附属機関等の会議及び会議

録の公開に関する指針第１１条及び第１２条の規定に基づき、市政情

報コーナー及び市のホームページ上で公開させていただく。 

 

⑵ 第３回地域福祉計画策定懇談会における指摘事項について 

【説明要旨】（参考「別紙 第１章 計画の基本的事項（修正）」） 

● 前回の懇談会にて、委員の皆様から指摘があった箇所については、

資料１ 
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大きく分けて第２章に対するものが３点と第４章に対するものが１点

である。 

まず、第２章に対する１点目は、第三次地域福祉計画に引き続き、

精神障害者の人数カウントは手帳所持者だけでなく、自立支援医療受

給者も記載していただきたい旨の指摘があった。 

次に、２点目は、発達障害や高次脳機能障害に加えて難病に関する

コラムを記載していただきたい旨の指摘があった。 

次に、３点目は、障害者差別解消法の施行に伴う所管課の取組内容

について、可能であれば計画への記載を検討していただきたい旨の要

望があった。 

こちらの３点については、現在、障害福祉課と内容を調整中であ

り、今後、内容を修正させていただくので、ご理解いただきたい。 

最後に、第４章に対するものについては、委員からの指摘内容も含

めて次の議題に説明させていただくので、その後に審議いただきたい

と考えている。 

 

【主な意見等】 

○（座長） ただいま、事務局から報告があったが、何か意見等はある

か。 

◯ 特になし。 

 

⑶ その他 

 ● 特になし。 

【主な意見等】 

 ○ 特になし。 

 

議題 

⑴ 地域福祉計画の素案（第４章）の検討について 

【説明要旨】（参考「資料３ 資料４ 基本計画」、「別紙 地域福祉計

画の素案（第４章）へのご意見」、「別紙 第１節 みんなが参加してつ

くる福祉のまちづくり（差し替え用）」） 

 ● 審議に入る前に委員の皆様から連絡票等によりいただいた意見を本

日の配布資料「地域福祉計画の素案（第４章）へのご意見」としてま

とめさせていただいたので、こちらから説明する。時間の関係により

主要部分のみの説明とさせていただきたい。 

まず、第１節のタイトルについて「みんなが参加しているまちづく

り」を「みんなが参加してつくる福祉のまちづくり」にしてはどうか

と座長より意見をいただいたため、「別紙 第１節 みんなが参加し

てつくる福祉のまちづくり（差し替え用）」では第１節のタイトルを

変更している。 

次に、別紙資料の２枚目のコラムをご覧いただきたい。こちらも、

座長より意見をいただき、マーカー部分を修正している。当初は互助

の説明を記載していたが、公助・共助・自助の３点に変更し、近助の

説明を共助の下段に※印で説明を追加している。 

次に、「地域福祉計画の素案（第４章）へのご意見」に戻り、２ペ

ージをご覧いただきたい。上から一つ目の副籍制度については、委員

から意見をいただき、計画素案資料の２５ページにコラムとして掲載

している。 

次に、３ページを割愛させていただき、４ページをご覧いただきた

い。上から３つ目の障害者差別解消法の取組については、市の部局マ
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ニフェストで公表しており、障害福祉課にて今年度中に職員対応要領

を制定する予定であることから、その内容を本計画に盛り込む方向で

現在調整中である。 

以上が「地域福祉計画の素案（第４章）へのご意見」の説明とな

り、続いて計画素案の資料について、前回お示しした素案と比較し、

変更箇所や修正箇所を中心に説明する。 

まず、１６ページ「１ さまざまな地域福祉活動や交流の推進」に

ついては、「⑷ 市民の発想を生かす市政運営と自治会活動及び加入

促進の支援」を追加し、「⑸ コミュニティ意識の醸成」の内容変更

を行っており、連動する形で１７ページに記載した主な事業目標を新

しく掲げている。 

また、「⑵ 地域における交流の場・機会の確保」の内容について

は、例示により高齢者や障害のある人だけを対象とした内容にとらえ

られないよう、表現を検討すべき旨の意見があったため、３行目に

「世代をこえ誰もが参加できるよう」という一文を追加している。 

また、「⑷ 市民の発想を生かす市政運営と自治会活動及び加入促

進の支援」の内容について、自治会は本来自主的に活動するための組

織であるため、将来的には補助金なしでも十分やっていける自治会活

動を目指す一環として表現の修正をしていただきたい旨の意見があ

り、「各種補助金の交付などにより」と表現が柔らかくなるよう修正

している。 

続いて、２４ページ「１ 福祉教育の推進と担い手の育成」につい

ては、長期総合計画等との整合を考慮し、「⑷ ボランティアの確保

とＮＰＯ法人などの参画促進」の内容変更を行っている。 

次に、２７ページ「２ 福祉サービス充実の基盤づくり」について

は、「⑶ 地域包括ケアシステムの体制整備」の追加を行っており、

連動する形で２８ページに記載した主な事業目標を新しく掲げてい

る。 

次に、３０ページ「３ 相談体制・情報提供の充実」については、

地域福祉課で行っている市民なやみごと相談と社会福祉協議会に委託

して実施している福祉サービス総合支援事業の内容の整理を行い、

「⑴ 相談窓口の充実」と「⑵ 苦情相談窓口の充実」に変更してお

り、連動する形で３１ページに記載した主な事業目標として「市民な

やみごと相談窓口の設置」を新しく掲げている。 

次に、３２ページ「４ 保健・医療等の推進」については、長期総

合計画等との整合を考慮し、「⑸ 特定健康診査等の推進」の内容変

更、「⑽ 食育の取組」及び「⑾ 自殺防止対策の取組」の追加を行

っており、連動する形で３３ページから３４ページに記載した主な事

業目標の数値の修正を行い、「ゲートキーパー養成講座」を新しく掲

げている。 

次に、３９ページ「２ 安全・安心のまちづくりの推進」について

は、「⑴ 情報提供サービスの推進」の追加、「⑸ 避難行動要支援

者対策の推進」の内容変更を行っており、連動する形で４０ページか

ら４１ページに新規の事業目標を掲げ、４２ページに避難行動要支援

者対策についてのコラムを掲載している。 

次に、４３ページ「３ 支援のための制度の周知等」については、

長期総合計画等との整合を考慮し、「⑸ 配偶者等からの暴力の防止

等による被害者への支援等」の追加を行っており、連動する形で４４

ページに記載した主な事業目標として「ＤＶに関する庁内連携組織の

設置」を新しく掲げている。 



- 4 - 

 

なお、４３ページ「⑷ 虐待防止ネットワークの充実」に代表され

る虐待への取組内容について、委員の皆様からいただいた子ども家庭

支援センター等の関係機関を記載することや、市民にも虐待に対する

通報義務がある旨の記載をしていただきたいとの意見を踏まえて、こ

ちらについては、「⑷ 虐待防止ネットワークの充実」において、従

来より子ども家庭支援センターが主催している要保護児童対策地区協

議会を例示していたが、より分かりやすくなるよう「子ども家庭支援

センターが主体となる」の一文を追加している。 

また、市民の通報義務については、４４ページの市民にできること

及び市内の事業者（所）にできることにおいて、虐待に対して市民等

ができることについて記載している。 

続いて、４６ページの主な事業目標として「就労移行支援利用者

数」について新しく掲げている。 

次に、４８ページの「２ 生活保護受給者への日常生活等支援」に

ついては、生活保護受給者への支援と後ほど説明する生活困窮者への

支援を分けて記載する方が読む方にとって分かりやすいと考え、「⑷ 

就労の促進」をこちらに記載することとした。また、併せて主な事業

目標もこちらで記載している。 

次に、５０ページの「３ 生活困窮者への自立支援」につきまして

は、本年４月１日の生活困窮者自立支援法施行に伴う新規の項目とな

り、地域福祉課で行う取組について記載している。 

「⑴ 自立に向けた相談支援」、「⑵ 自立に向けた就労等支援」

及び「⑶ 一般就労に向けた支援」が新規の項目であり、連動する形

で５１ページに記載した主な事業目標として「市民なやみごと相談窓

口の設置」を再掲であるが、掲げている。 

なお、委員の皆様より４章全般への意見として、「市民にできるこ

と」及び「市内の事業者」にできることの表記の仕方について、「～

しましょう」という表現が果たして的確なのかとの意見を踏まえて検

討した結果、本計画においては、市民等の皆様ができることとして、

「～に努める。」や「～のこと。」という表現に変更したので、ご理

解いただきたい。 

以上、雑駁ではあるが、第４章の説明とさせていただく。 

 

【主な意見等】 

○（座長） 私の方からは第１節のタイトルを「みんなが参加している

まちづくり」という現状を現したものから「みんなが参加してつくる

福祉のまちづくり」という積極性をもたせたものにした方が良い旨の

意見をしている。 

また、併せて修正いただいた「現況」の内容が少々読みづらい。前

回私が申し上げたのは「隣近所による支え合いを含む共助による」と

した方が良いということであった。今の「共助となり近所による支え

合うこと」であると、「共助となり」で区切るように読めてしまう。

共助については、社会保険のように大きな国民全体の支え合いから、

委員の意見を反映して「隣近所による支え合い」まで含めた幅の広い

内容にした方がよいのではと申し上げたのである。「地域の皆が参加

して支える」は内容的に重複するので削除し、「隣近所による支え合

いを含む福祉のまちづくりが必要となっています。」とした方が良

い。 

  続いて、差し替え資料の１８ページについてであるが、「地域の課

題に対しては、公的な支援や個人の取組だけでなく、地域の助け合い
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や支え合いが重要であり」の部分では共助を強調した内容になってお

り、続く文では「公助」、「共助」、「自助」の順に出てきている

が、文の内容的には「公助」、「自助」、「共助」の順になると思わ

れる。そして、この３つの組み合わせで行うというのが基本的な考え

方であるが、これを「重層的」と表現するのが適切かどうか。 

  加えて、「公助」の内容に「自助だけでは解決できない」とある

が、基本的には「自助」でも「共助」でもできないもの、行政が税金

を中心とした財源で、行政の責任において行うサービスのことであ

る。「共助」については、「個人が解決できない問題を」とあるが、

個人で解決出来る、出来ないにかかわらず地域の住民同士で助け合う

ことが共助だと思われるので、この文言は削除でよろしいかと思う。 

  「自助」については、生活問題は誰にでも生じうるものであるか

ら、「生活する上で起こる諸問題」とするか「生活する上での諸問

題」とした方が良い。また、自分でお金を払って民間サービスを利用

するというのが「自助」であるから、「民間サービスの購入」もしく

は「民間サービスの活用」とした方が良い。介護保険では無償のもの

も含めてケアマネジメントしていることを考慮すると、「民間サービ

スの活用」がより適切かもしれない。 

  また、アスタリスクの部分は「近所の助け」ではなく「近所の助け

合い」であると思う。 

  それでは、「１ さまざまな地域活動や交流の推進」の部分につい

て皆様の意見を伺いたい。 

○ １６ページの取組名⑷の「市制」は誤植であり、正しくは「市政」

だと思うがいかがか。 

● 指摘のとおりであるため、修正する。 

○ 座長より「無償の民間サービス」という単語が聞かれたが、そのよ

うなものは存在するのか。 

○（座長） ボランティアは含めないということか。民間サービスをど

の程度の範囲でとらえるかということだと思う。 

○ 例えば近所であれば無償のサービスとまでは大げさだが、無償で助

け合うことは考えられるが、見ず知らずの人を無償で助けに来る人が

いるのか。 

○（座長） 例えば一人暮らしの方が給食サービスを受ける時に、昔か

ら行っているもので言えば、材料費だけはいただいて、他の光熱費や

調理費、配送費などは無償で行っているスタイルがある。最近では民

間のセブンイレブンなどが宅配の事業に参入しているが、そちらは民

間サービスである。民間企業にお金を払ってサービスを受けていれば

完全な「自助」であり、ボランティア団体が配達してくれる給食サー

ビスは共助と呼ぶのか自助と呼ぶのかということは出てくると思う。 

○ 公助、互助、自助の３つで十分な気がするのだが、共助があるのが

いまひとつ理解できない。 

○（座長） もともと行政は、公助、互助、自助という用語を用いてい

たのだが、互助というとお互いの仲間同士の助け合いであるように思

われがちであり、もっと開かれた助け合いという意味で、国が「互

助」を「共助」に切り替えたというのが福祉の中での流れである。 

○ そうすると言葉の使い方だけの話ということであるのか。公助で賄

われているサービスと無償で賄われているサービスとで線引きをすべ

きであろうと思う。互助という中途半端なものがからんでくるとやや

こしく感じる。 

○（座長） 社会保険のようなものを含めて共助というと、財源は国民
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が負担しているが運営は国である。それは公助とは呼んでいない。基

本的には公助とは税金を使って行うものである。共助も社会保険を含

めると幅が広いので、もっと身近なところに目を向けて「近助」とい

う言い方もあえてコラムに追加したということである。特に地域福祉

計画には、できるだけ自助や共助で賄おうとする考えがある。 

○ 社会保険制度は公金で賄われているということではないということ

か。 

○（座長） 社会保険制度は国民が負担するという考えである。労災等

も有るが、基本的には、年金、医療、介護というのが、国民が等しく

負担するという意味での３本柱である。 

○ 市民の感覚で言えば、支払うのが義務になっているものは「公金」

として認識されるのだが。 

○ 口を挟むようで申し訳ないが、日本の社会保険制度は世界に誇る相

互扶助のシステムであると認識している。それをわれわれは当たり前

のように受益しているわけであるが、委員がおっしゃったように負担

は義務であると思う。その義務を怠ったがゆえに国庫財政がひっ迫し

ているのであるが。公助は地域福祉と切っても切れない関係である

が、それに依存しないように互助や共助をどう行うかという議論では

ないかと思う。このような理解でよろしいか。 

○（座長） おっしゃる通りである。介護保険は半分税金を投入してい

るので社会保険と言い切れない部分があるが、年金や介護保険は「お

互いに助け合う」が基本である。税金は納めなければ延滞金が発生す

るが、社会保険は払えない人の分は税金で穴埋めするという仕組みで

ある。社会保険についても払えない人がたくさんいるという現実があ

る。元々は自助、共助で賄ってきた部分が、特に共助が崩れてきたこ

とによって公助に負担がかかっている。この流れをもう少し元に戻せ

ないかというのが今の社会が抱えた課題である。こうした大きな問題

よりも、地域福祉計画においては、武蔵村山の市民が安心して気持ち

よく暮らしていけるように、公助だけでなく自分たちでやれるものは

やっていこうということが、換言すれば、市民や団体が参画しなが

ら、どういった制度をつくればよりよい市民生活が送れるのかという

ことが大事である。共助については、「近助」のようなもう少し顔の

見える助け合いも積極的に考えつつ、公助、自助、共助という「三

助」をいかに上手く組み合わせながら市民生活をつくっていくかが大

切である。これらを踏まえてこの表現でよいかということがここでの

議題になっている。 

○ みんなが参加してつくるものは、みんなが理解できるものでなくて

はならない。今のままでは内容がシンプルではない。 

○（座長） 行政計画はどなたが読んでも分かりやすいということが大

事である。ただ今の世の中の仕組みは複雑になっているのでその点に

ついてはどこまで分かりやすくできるかという課題はあると思う。適

宜用語解説や注釈をつけるということが基本であると思う。 

  他に意見のある方はいるか。 

○ １５ページの「めざす地域のすがた」の２番に「地域福祉活動団体

などの活動環境が整い」とあるが、「活動環境」には何を想定してい

るのか。 

● それについては、場所や情報、資源を想定している。 

○ 日頃から感じているところでは、活動環境が整っているとはとても

思えない。もう少し具体的に分かりやすく記載していただけるとよろ

しいかと思う。 
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○（座長） 本来、主体は地域福祉活動団体であるから、団体から何が

整備されていればよいのかについて提案をいただくのが理想である。

ただ、「活動環境」が先に来てしまっているので分かりにくくはあ

る。「活動環境」の内容は、後から出てくる「情報」や「コーディネ

ート機能」なのだと思う。本来、活動には活動拠点が必要であり、そ

の拠点をだれが用意できるのかということが課題である。よって活動

拠点、情報、コーディネート機能の３つは記載したいところである。 

○ 私は「活動環境が整い」という部分を削除したほうが良いと思う。

客観的な活動環境は存在しえないと思っている。どんなテーマに対し

ても賛成の人、反対の人、どちらでもよい人、無関心な人がいる。ど

んなに働きかけても、どちらでもよい人や無関心な人はなかなか変わ

らない。結局は人の問題である。場所を与えられたとしてもそれを上

手く活用するのは人なので、この文言は削除して我々の活動内容につ

いてまずは考える、ということだと思う。 

○（座長） おっしゃることはその通りだと思う。無関心層をどうする

かという課題についての記載はどうするか。 

○ 問題はあるが、とりあえずは良い。 

○（座長） 「地域福祉団体などの自主的な活動が盛んに行われ、」と

すればよいということか。 

○ そういうことである。 

○ 確かにそちらの方が文章はすっきりするが、活動環境という言葉は

やはり必要で、そこを詳しく説明していただければ分かりよいと思

う。 

○ 分かりやすく表現するのは厳しいと思う。言葉が増えるほどかえっ

て分かりにくくなるだろう。活動環境は誰かが提示するものではなく

自分で作っていくしかないものだと思う。 

○（座長） 活動環境は内容が幅広いので、何を想定しているのかが分

かりかねる。 

● 「めざす地域のすがた」にあるように、１が交流、２が基盤の強

化、３がネットワークづくりの推進となっており、それらを指してい

るのであるが、先ほど委員がおっしゃられたとおり、団体ごとに望ま

しい活動環境というのは違うので詳細を書くのは難しいと感じてい

る。委員の皆様でも吟味いただけば幸いである。 

○（座長） ここで言われているコーディネート機能についても、誰か

がコーディネートしてくれるというよりも団体がお互いに連携し合っ

てという形でもよいと考える。コーディネートというと団体が受け身

であるように読めてしまうので、本来の活動を表現するには曖昧であ

ると感じる。団体が団体らしく活動できる条件というのは必要だと思

うが、全て団体任せで良いかというとそうではない。お金や活動拠点

の問題などについては市から何らかのサポートがあってよいと思う。

この表現については宿題とさせていただきたい。 

○ この「めざす地域のすがた」はだれが目指しているのか。 

○（座長） この懇談会は市民の立場の会である。しかし、計画書の内

容に出てくると行政計画になる。 

○ そうであれば、行政としてこうしたすがたをめざしているというこ

とか。 

○（座長） 行政としてこう考えているということである。 

○ 主体が行政なら、活動環境を整えるのも行政なのか。 

● 市民と事業者と市の計画として位置付けている計画なので、市だけ

が目指しているものではない。 
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○ 計画としては最終的には市民の参加を求めているのだと思うので分

かりやすくシンプルな計画を望む。市は市民の代表なわけであるから

行政が音頭を取るというのが筋なのではないか。 

○（座長） 私はそうは思わない。市民がお金を払って行政を雇ってい

ると理解している。市にお任せではなく、市民も主張を伝え、やるべ

きことはやるという気構えがないといけない。行政は単独でやるもの

ではなく市民と協働してやっていくものである。それが本来の行政の

考えであると理解している。 

 このように考えると、２０ページの「市民にできること」に「近

所」的な内容を入れたほうが良い。 

○ ２０ページの「各種ボランティアに積極的に参加する」について

は、ボランティアを受け入れる場所がないと参加しようがない。一般

市民が場所づくりをするというのは困難なことである。まずどこへ行

ってよいかもわからないという方が多い。まずはそこからではない

か。 

○（座長） 今のお話が、どこでだれが何をやっているという情報のこ

とだとするならば、１９ページの「市が行うこと」の「⑵ 活動推進

のための情報の提供」に情報提供が入っている。 

○ 市報や市民活動センター等で情報を得ることは可能だが、場所づく

り、活動拠点づくりが難しい。 

○（座長） 現時点では拠点づくりについては触れていないので、活動

拠点を市がつくるのかどうか。それだけであると限界があるので、市

民で場所を提供してくれる方がいないか呼びかけるのも有効であろう

かと思う。場所づくりについては工夫が必要である。 

○ ボランティアは組織しないとできないものと捉えているのか、共助

の中で助け合うことにおけるボランタリティ、という考え方なのか。

一人でやるとすれば活動拠点を敢えて設定する必要はないと思われ

る。 

○（座長） おそらく両方である。２０ページの「市民にできること」

は内容的に寂しい。２つ目については、シルバー世代と団塊の世代の

「方々」を「人々」に修正するように求めていたのだが修正されてい

ない。公文書であるのでそのようにしてほしい。能力・技術及び知識

を地域で生かすのはシルバー世代と団塊の世代に限ったことでもな

い。もっと多様な市民の参加の仕方を記載したほうが良い。加えて、

今は団塊の世代がシルバー世代になっているので表現を変えたほうが

良い。 

次に、「２ 地域福祉活動の基盤の強化」、「３ 活動団体間のネ

ットワークづくりの推進」の部分について皆様の意見を伺いたい。 

○ ２２ページの「市民にできること」の２番目の自治会の活動につい

ては、「加入者にとって魅力的な内容にしていくよう努める」は、耳

が痛い。これこそが考えてもなかなか答えが得られないものなのであ

る。転入者に自治会への参加を促すと必ず自治会に入るメリットを訊

かれる。訊く側は金銭的・物理的メリットを求めているが、それらは

自治会で提供できるものではない。この場にいる委員の皆さんにぜひ

「魅力的な内容」について意見をお伺いしたい。 

○ 金銭的メリットがないと自治会に入らないというのは極論であると

思う。自治会は人間関係をつくるというのが一番大きいと思う。そう

した人間関係を築けるイベントや場を設けることが大切なのではと思

う。 

○ イベントや場を設けても「こういうイベントをやるなら自治会に入
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りたい」という人はいない。例えば、サマーフェスティバルを開催し

今年は 3,000 名近く延べで参加いただいた。そこで自治会の入会書類

を自由に取れるようにしていたが、ほとんど減っていない。他にもい

ろいろなことを行っているのだが、年間では入るよりも出る人の方が

多い。人とのつながりの大切さを未加入者にどう届けるか。自発的に

福祉活動をしている人でも自治会に入っていない人もいる。入りたく

ないという人の中には、自治会がイベントをやりすぎていてそうした

ものの役員をやりたくないので入らないという人もいれば、以前は

「自治会は何もやっていない、それならば自治会など必要ない」と言

われていたこともあった。いろいろなことをやらないならやらないで

入らない、やっても入らない、どちらにしても入らない。そういう現

状をどうやって克服していったらよいのか。自治会に限ったことでは

なくて、この地域福祉計画を策定するに当たって、全員が自分のこと

として考えていただきたい。 

○（座長） 今のお話を聞いていると、計画の内容が市民の心に届くか

どうかを考えると、別途小冊子等をつくった方が良いのではと感想を

もった。私も退職した後は地域団体等に所属して人間関係を築いてい

きたいと思っている。高齢者の女性は健康上の理由などで外出しない

ことが多いが、高齢者の男性は健康であるのに閉じこもりがちである

ことが多い。社会的に生きている中で誰かの役に立ちたいだとか、誰

かを愛したい、愛されたいという気持ちがある。そうしたものを踏ま

えて人間の幸せが成り立っている。こうした内容は計画には盛り込み

にくいと思うが、その辺りに目を向けて別途小冊子等にした方が良い

と感じた。やめる理由の把握も大事であると思う。 

○ 一度自治会を辞めた方が、高齢になって「心もとないので加入した

い」という人もいれば、「もう高齢になったので卒業したい」といっ

て出ていく人もいる。また、居場所づくりということで望彩茶屋や５

００円の会費を払ってランチを食べるというのもやっている。さらに

今年度市からの補助金で交通弱者のために「ふれあい移動事業」を行

う予定である。いろいろやっているが会員は減る一方である。皆さん

からお知恵をいただきたい。 

○ 顔見知りでもない全く新しい人が集まってきていて、そこで自治意

識を持ってもらい、とりまとめるというのは非常に難しいと思う。場

所としてはまとまっているのでその気になればよい関係が築けると思

う。 

○（座長）平成２０年に大阪の西区で二人の幼児を餓死させた児童虐待

の話があったが、事件のあったマンションはそれをきっかけに「お互

いをもっと知り、助け合うべきだ」という意識が高まり、自治会をつ

くり、イベントをやるようになったそうだ。自治会長をなさっている

委員としてはこの「魅力的な」という文言が気になるとは思われる

が、２２ページの内容については意見等があればお寄せいただくとい

うことにし、続く第２節について意見はあるか。 

○ ２６ページの「市民にできること」の１番目「社会福祉協議会主催

の行事に参加するなど」について、参加だけでなく社協のメンバーに

なってもらい主体的に参加してもらうのが一番なのではないか。今一

つ積極性に欠ける。社協の代表の委員はどのようにお考えか。 

○ 私たちとともに参加いただき地域の課題を吸い上げて解決していく

というのが理想ではある。しかし、まだまだ社会福祉協議会が認知さ

れていないという状況がある。この「など」の部分に協力が入ってい

ると思っていたので表現的には違和感がなかった。社協としても計画
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を立てる予定であるので、そこには会員、会費を呼びかける運動やバ

ザー等、具体的な行事を明記して、１人でも多くの参加をいただける

ような計画をつくっていきたいと思っている。 

○（座長） 「参加」を「協力・参加」とするのは構わないか。 

○ 構わない。 

○（座長） このつくりであると市民がグループをつくると「事業者」

の扱いになるのか。 

● ボランティアの方の性質というのはまちまちであり、個人での参加

であると「市民にできること」に入ると思われるが、ボランティアで

も団体に属していたり、ＮＰＯのレベルになると「事業者（所）にで

きること」の性質に近いと考えている。明確な線引きはしていない

が、規模によってできることの違いがあると認識している。 

○（座長）事業者となるとお金を取って行っている民間サービスのよう

な印象を受ける。自治体やボランティアはどちらに入るのか。もし

「市内の事業者（所）にできること」に該当するのであれば、「市内

の事業者（所）、福祉団体にできること」などと表現を変えたほうが

良い。「市民にできること」ではすでにあるものにどのように参加す

るかという受け身の表現だと思う。１７ページを見ると、「市内の事

業者（所）にできること」は一般企業や介護事業等を行っている施設

を対象としているように思う。「市民（地域住民）」よりは「市民

（ボランティア団体）」とした方がよいのでは。 

● 団体等の住み分けは検討し、分かりやすい表現に努めたい。 

○（座長） 「市民にできること」では「グループをつくって主体的に

何かする」という視点が抜けている。２９ページの「市民にできるこ

と」の１番目にある「サービス評価」は市民が積極的にモニタリング

をすることなのか、アンケートに回答することなのかによって内容が

変わってくると思う。「市内の事業者（所）にできること」の２番目

については、社会福祉法上、苦情解決責任者は置かなければならない

ので「適切な対応に努める」というのは弱い。「積極的な対応に努め

る」とした方が良いと思われる。他に気づいたことがあれば伺いた

い。 

○ ３１ページの「市民にできること」の３番目の「回覧板」は削除

し、「自治会の活動を通じて、お互いの顔の見えるような～」へと変

更してほしい。 

● 修正する。 

○ 表現についてではないが回覧板は無意味ではないと思う。 

○ 無意味ではないが必ずしも「フェイス トゥ フェイス」ではなく

ポストへの投函がほとんどである。 

○（座長） ３０ページの「⑵ 苦情相談窓口の充実」については、以

前「苦情・利用相談窓口」となるように提案したが、修正しているの

か。 

● 説明で申し上げたが、市の策定委員会でもこちらの部分については

内容を見直すようにと指摘があったので、「⑴ 相談窓口の充実」、

「⑵ 苦情相談窓口の充実」については再度検討させていただきた

い。 

○（座長） 「⑵ 苦情相談窓口の充実」については、「内容」に「利

用しやすくなるように」という文言が入っているために苦情相談と利

用相談の２つの内容が入ってしまっているので分かりにくく感じる。 

○ ３１ページの「市内の事業者（所）にできること」の内容につい

て、「ネットワーク化」というのはもちろん大事だが、それぞれの事
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業所の協同、あるいは職員の資質についての文言が入るべきだと思

う。 

○（座長） 時間があまりないのでよろしければ第３節についての意見

を伺いたい。４２ページの「障害のお持ちの方」を「障がいのある

人」に修正するということと、「災害時、あなたの支援を必要として

いる人がいます！」はもう少しコラムらしく書いてほしいということ

を事前の意見提出で申し上げたが、それについては、事務局で対応い

ただくとの回答であった。 

○ ３７ページの「⑵ 公共交通機関の整備とバリアフリー化、ユニバ

ーサルデザインの促進」について、乗り合いタクシー「むらタク」が

来年から本格的に運用されるとお話を伺っているので、それについて

も記載したほうが良いのではないか。 

● こちらは各所管課に内容を記載してもらっている部分であるので、

再度所管課に確認したい。 

○ ３８ページの「市民にできること」に、唐突に「外出支援ボランテ

ィア活動に参加すること」とあるが、やりたければ受け皿があると捉

えてよろしいか。 

● 所管課に確認させていただきたい。また、ボランティアセンターの

代表の方からも意見をいただきたいと思う。現在はそうしたニーズが

実際にあって申し込みをすればボランティアは可能なのか。 

○ 今のボランティアセンターは、ボランティアをしたい個人に何がで

きるのかを登録いただいてデータベース化しており、「～できる人が

必要である」との連絡をいただいた後にニーズに合う人材につなげる

ということをしている。 

○（座長） 募集はかけているのか。 

○ それだけに特化した募集はかけていない。 

○（座長） 研修を受けなくてもできるボランティアもあるということ

か。 

○ ドアからドアまで程度の距離で車いすを押すのであれば、押し方を

お教えして、お手伝いいただくということはある。 

○ 受け皿がなくてやっているのではないかということが気になった。 

○（座長） 外出支援ボランティアも注釈等があった方が良い。 

● 所管課に確認をとったのち、適切な表記をしたい。 

○ ３９ページの「⑷ 自主防災組織の育成支援」について、４１ペー

ジの「市民にできること」のなかには、防災に関するボランティアの

ことは触れられていないので、記述があっても良いのではないか。現

在、ほとんどの公立高校が「防災宿泊訓練」を実施しているので、高

校生がそこでの経験をボランティアに生かせるような仕組みができる

とボランティアの輪が広がるのではないか。 

○（座長） ４１ページの「市民にできること」には若い層がボランテ

ィアに参加するという視点を入れるということでお願いしたい。 

● 防災安全課と確認しながら表記について検討したい。 

○（座長） 本日は時間の関係で第３節までの議論となったが、お気づ

きの点があれば、またお寄せいただきたい。副座長、何か意見等があ

ればいただきたい。 

○（副座長） 人が感じる基準はそれぞれだと思うが、計画本文中にも

あった「ノーマライゼーション」という言葉、これ自体が既に、バリ

アフリーそのものから一歩進んだ考え方を基準にしているようであ

る。こうしたことを先取りして、さらにいいものに仕上げていただき

たい。 
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⑵ その他 

【説明要旨】（「資料３ 第５回地域福祉計画等策定懇談会の日程につい

て」） 

● 次回の懇談会の日程については、９月１５日（火）午前１０時から

を予定している。都合の悪い方は挙手をお願いしたい。 

◯ 挙手なし 

● 次回は、本日ご指摘いただいた事項について反映した内容をお示し

するとともに、時間の関係で議論ができなかった第４章第４節も含

め、１章から５章までをお示しし議論する予定であるので、４章に限

らず１～３章についても気になる点、意見等があれば事務局までお寄

せいただきたい。 

○（座長） それでは、９月１５日（火）を次回の懇談会の開催日とす

る。これで議事を終了する。 

 

－ 以上 － 
 

会議の公開・ 

非 公 開 の 別 

☑公  開                傍聴者：   ０ 人 

□一部公開 

□非 公 開 

 ※一部公開又は非公開とした理由 

 

 

会議録の開示・ 

非 開 示 の 別 

☑開  示 

□一部開示（根拠法令等：                   ） 

□非 開 示（根拠法令等：                   ） 

庶 務 担 当 課  健康福祉部 地域福祉課（内線：１５４） 

（日本工業規格Ａ列４番） 
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第１節 計画の基本的事項（計画策定の趣旨等） 

 

我が国における地域福祉計画策定の背景には、経済社会の変化による地域社会の変容と人々の

意識が変化してきたことが大きく、少子高齢社会の到来、右肩上がりと言われた成長型社会の終

焉から先行き不透明な経済状況となり、近年の深刻な経済不況から多くの一般生活に影響を与え

る状況が続いており、その他にも様々な社会的要因による人々の課題が複雑化し、公的な福祉サ

ービスで対応することが困難な問題が浮かび上がってきました。 

こうした中、国は『地域における「新たな支え合い」を求めて－住民と行政の協働による新し

い福祉－』（平成 20 年３月）で、地域福祉の意義と役割について改めて位置付けるとともに、地

域福祉を推進するための必要な条件と整備方策などを明らかにしました。 

近年、社会や制度においても新たな変化が見られ、ニート、ひきこもり、孤立死等、課題が多

様化し、特に長引く不況の影響や複雑な家庭環境の増加等、様々な立場から生活困窮者となった

人に対する自立支援が大きな課題となっています。 

また、平成 23 年 3 月 11 日に発生した「東日本大震災」は東日本をはじめとして全国に大きな

衝撃を与え、津波災害の大きな犠牲をともない、更に原発事故の被災による影響から現在も避難

生活を強いられている状況があり、地域における支え合い・助け合いの大切さが改めて認識され

るとともに、避難行動要支援者に対する支援の確立が求められています。 

その一方で、第一次産業の農家や商店等の自営業者の減少とともに非正規雇用労働者の増加に

みられる産業の空洞化、都心部への人口集中等による過疎地域の増加とともに、少子高齢化や核

家族化の一層の進行による社会構造の変化や個人の価値観が多様化し、集合住宅の匿名性や子ど

も世帯に支援はするが同居を希望しない親世帯等、プライバシーに関する意識の高まりなどが伺

えます。この社会状況の変化は、家庭や地域との相互のつながりの希薄化や自治会加入率の低下

として表れ、支え合い・助け合いの担い手が減少していることへの対策が必要となっています。 

地域福祉の推進は、地域の課題を地域住民の参画によって解決するだけでなく、次世代を育む

場としての可能性をも秘めており、住民の地域での暮らしを支えるためには、公的な福祉サービ

スの充実が求められると同時に、地域におけるインフォーマルな助け合いの仕組みづくりが大切

な課題となっています。 

本市においては、平成８年に「武蔵村山市地域福祉計画（障害者・児童）（平成８年度～平成

17 年度）」を策定後、平成 18 年に「武蔵村山市第二次地域福祉計画（平成 18 年度～平成 22 年

度）」、平成 23 年に「武蔵村山市第三次地域福祉計画（平成 23 年度～平成 27 年度）」を策定し、

市民参加と協働のもと、市民・事業者・市が一体となって福祉施策の推進に努めてきました。 

平成 27 年度は「武蔵村山市第三次地域福祉計画（平成 23 年度～平成 27 年度）」の最終年度に

当たり、これまでの福祉サービスの達成状況や本市の地域福祉を取り巻く現状及び社会情勢を踏

まえて、引き続き、市民・事業者・市が一体となり福祉施策を推進するための事項を一体的に定

める「武蔵村山市第四次地域福祉計画」を策定いたしました。 
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第２節 計画の性格と位置付け 

 

１ 計画の性格 

◇ 本計画は、社会福祉法第 107条に基づく「市町村地域福祉計画」として策定します。 

◇ 「武蔵村山市第四次長期総合計画」を上位計画とし、その理念や将来都市像、施策に掲げる目

標などを踏まえて策定します。また、国及び東京都がそれぞれに策定する関連の計画などや、

市が策定した各種計画等との整合・連携を図ります。 

 

 

２ 計画の位置付け 

◇ 本計画は、既存の各種保健福祉計画（高齢者福祉計画・介護保険事業計画、障害者計画・障

害福祉計画、子ども・子育て支援事業計画、食育推進計画、健康増進計画）を包括し、横断的

に連携を図る役割を担う計画として策定します。 
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第３節 計画の期間 

 

１ 地域福祉計画の計画期間 

◇ 本計画の計画期間は、平成 28年度から平成 32年度までの５年間とします。 

 

平成 

23 

年度 

平成 

24 

年度 

平成 

25 

年度 

平成 

26 

年度 

平成 

27 

年度 

平成 

28 

年度 

平成 

29 

年度 

平成 

30 

年度 

平成 

31 

年度 

平成 

32 

年度 

          

 

 

２ 他の福祉計画等の計画期間 

◇ 他の総合計画及び福祉計画の計画期間は、それぞれ次のとおりです。 

 

平成 

23 

年度 

平成 

24 

年度 

平成 

25 

年度 

平成 

26 

年度 

平成 

27 

年度 

平成 

28 

年度 

平成 

29 

年度 

平成 

30 

年度 

平成 

31 

年度 

平成 

32 

年度 

          

 

 

第二次高齢者福祉計画 
第 5 期介護保険事業計
画 

第三次高齢者福祉計画 

第六期介護保険事業計

画 

第 四 次 長 期 総 合 計 画 

第四次高齢者福祉計画 

第七期介護保険事業計

画 

第二次障害者計画 

第３期障害福祉計画 

第三次障害者計画 
 
第四期障害福祉計画 

第四次障害者計画 
 
第五期障害福祉計画 

次世代育成支援行動計画 
（後期計画） 

子ども・子育て支援事業計画 
（次世代育成支援行動計画含む） 

食育推進計画 

健康増進計画 

第二次食育推進計画 
 

第二次健康増進計画 
 

武蔵村山市第三次地域福祉計画 武蔵村山市第四次地域福祉計画 
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第１節 地域福祉の現状 

 

１ 地域福祉の取組状況 

 

⑴ 相談体制の充実 
 

平成２７年４月から生活困窮者自立支援制度がはじまり、生活困窮者に対し、生活保護に至る前

の段階で、自立に向けた支援を行うことによって、課題がより複雑化・深刻化する前に自立の促進

を図るため、包括的な支援等を行うことが必要となります。 

このような生活困窮者への支援を含めた多様な市民の相談に積極的かつ総合的に対応できる体制

の構築として、市民の利便性を確保する観点から、各種相談にワンストップで対応する窓口として

市民なやみごと相談窓口を設置しています。 

また、なやみごとを抱えた方や生活困窮の方に対する支援を、包括的に、早期に、創造的に進め

ていくために庁内体制の整備や関係機関との連携を図っています。 

 

■生活保護世帯数の推移 （単位：世帯） 

平成 17年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

771 1,140 1,195 1,215 1,192 1,188 

  備考 各年度末現在 

 

 

⑵ 情報提供と広報、啓発の推進 
 

市民に必要な情報や相談窓口について、利用者のニーズに配慮するとともに、高齢者や障害者等

の全ての利用者が、使いやすくわかりやすい市のホームページを目指し情報発信に努めています。 

また、市報「むさしむらやま」において、「福祉の窓」コーナーでは福祉情報の掲載を行うととも

に、関係各課において、パンフレット等を作成することにより福祉情報の提供に努めています。 

その他、市民との情報共有を推進するため、公式ツイッター及び公式フェイスブックページを活

用し、市政情報、イベント情報、災害情報及び不審者情報等を随時発信しています。 
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⑶ 民生・児童委員の活動 
 

武蔵村山市民生・児童委員協議会は、市内を東部地区と西部地区の２地区に分けており、それぞ

れで民生・児童委員が２９人、主任児童委員が２人の合計６２人体制で様々な活動を行っています。 

民生・児童委員の任期は３年ですが、引き続き更新して民生・児童委員の活動をされる方も多く、

社会福祉の精神を持って、地域の安全・安心の確保のために取り組んでいます。 

民生・児童委員の活動としては、それぞれの地域で生活に困っている方や障害のある方、一人暮

らしの高齢者などが安心して生活を送れるよう相談に応じ、市や関係機関による適切な福祉サービ

スへつなぐサポートをしています。 

また、主任児童委員は、各地域の児童委員（民生委員が兼ねている）に助言や協力をし、学校や

スクールソーシャルワーカー、保健所等と連携をしながら、青少年の健全育成を推進するための活

動を行っています。 

 

◆民生・児童委員が活動する主な事業等 

○ 定例協議会を実施（８月を除く毎月１回） 

○ 民生委員・児童委員の日（５月１２日）の活動週間におけるパネル展示を実施 

○ 二市連絡協議会を実施（東大和市民生委員・児童委員協議会との交流） 

○ 社会福祉関連施設への視察研修を実施 

○ 敬老会出席者の付き添い及び敬老金の配布を実施 

○ 地区連絡協議会を実施（地域の児童問題についての情報交換等） 

○ デエダラまつりで相談コーナーを実施 

○ 社会福祉協議会との懇談会を実施 

○ 民生・児童委員向けの講演会を実施 

◆事項別部会の活動 

○ 子育て支援部会 【乳幼児を持つ親の子育て支援の実践に関する事項】 

○ 児 童 福 祉 部 会 【学齢児童の福祉に関する事項】 

○ 障 害 福 祉 部 会 【障害者（児）の福祉に関する事項】 

○ 生 活 福 祉 部 会 【低所得者の福祉に関する事項】 

○ 高 齢 福 祉 部 会 【高齢者の福祉に関する事項】 

○ 主任児童委員部会 【児童福祉（専門的に）に関する事項】 
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⑷ 市民活動への支援 
 

近年市民によるボランタリー（自発的）な活動は、多様化した市民ニーズに応え、行政サービス

を補完するものとして大いに期待されており、行政と市民との協働も様々な施策の実現に欠かせな

いものとなってきています。 

そのような背景から、市民総合センターに武蔵村山市ボランティア・市民活動センターを開設し、

市民活動の推進と充実に向けた支援の場、市民活動の総合拠点として運営しており、平成２７年度

現在、ボランティア・市民活動センターに登録しているボランティア団体は１４１団体、登録して

いるボランティアは３１６人となっています。 

ボランティア活動や市民活動は、課題解決に向け、市民による多様な活動が展開され、市民一人

一人の自己実現やよりよい「まちづくり」を目指して行われるものであり、近年は、市民活動への

関心が高まっていることから、ＮＰＯ法人の設立に向けた動きに対し、本市における法人設立の支

援や助言、人材養成への支援等も行っています。 

また、活動の場を拡充するため、公民館、地区会館等のコミュニティ施設の無休化を実施する等

の支援をしています。 

 
 

 

■市内に活動拠点を置くＮＰＯ法人数の推移 （単位：法人） 

平成 17年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

１５ １９ ２０ ２２ ２３ ２３ 

備考 各年度末現在 

 

 

⑸ 権利擁護の推進 
 

高齢者、障害のある人、子どもや子育て家庭に関する様々な相談に対して、福祉サービスを分か

りやすく、そして利用しやすくなるように案内するため、福祉サービスの利用方法に関する相談や

苦情の受付とその解決に向けた支援を行う総合的な相談窓口として、「福祉サービス総合支援事業」

を社会福祉協議会に委託して実施しています。 

認知症、知的障害、精神障害等により判断能力の不十分な方が地域で安心して生活を送れるよう、

福祉サービスの利用手続支援や日常的な金銭管理サービス等を行う「地域福祉権利擁護事業」を社

会福祉協議会が「福祉サービス総合支援事業」の中で実施しています。 

平成２５年６月１日からは「地域福祉権利擁護事業」の対象者を拡大し、従来の利用者に加えて、

要支援・要介護認定を受けている方や身体障害者の方で日常生活の支援が必要な方も利用できるよ

うに事業の拡大を図っています。 

判断能力の不十分な方の権利を法律的に保護し、支援するための制度である「成年後見制度」に

ついては、積極的な活用を支援する取組として「成年後見活用あんしん生活創造事業」を社会福祉

協議会に委託して実施しており、制度の周知に加えて、利用手続に関する相談、成年後見審判申立

てに必要な書類作成の説明や支援を行っています。 
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⑹ 福祉のまちづくりの促進 
 

平成２５年１０月に策定した「武蔵村山市まちづくり基本方針（改定）」（都市計画マスタープラ

ン）の中では、市民・事業者・市が協働して高齢者、障害のある人だけでなく全ての人にやさしい

まちづくりを推進していくことを目指して、「やさしさ・ふれあいのまちづくり」を基本方針の一つ

としています。 

既存の道路では、主要幹線道路における歩行空間の確保や主要生活道路の道路拡幅を行い、全て

の市民が安全で快適に通行できる道路整備を進めています。 

また、バリアフリー化、ユニバーサルデザインについては、歩道などの段差改良や整備に際して

視覚障害者用誘導ブロックの設置などを進めています。公園の整備に際しても、車椅子などに配慮

した出入口の改修やトイレなどのバリアフリー化を図り、人にやさしい施設づくりに努めています。 

「都営村山団地」では、バリアフリー化された車椅子使用者世帯向けの住宅の整備と、生活援助

員による日常生活支援サービスの提供を行う「シルバーピア運営事業」を実施しており、将来の地

域を担う子育て支援施設の整備も進め、高齢社会に対応した環境整備を促進しています。 

 

 

⑺ 利用しやすい公共交通機関の整備 
 

軌道交通のない本市では、バス交通が主要な公共交通となっており、各バス会社が運営する路線

バスとともに、市内循環バス（ＭＭシャトル）を市民ニーズに対応した利便性の高い交通手段とす

るべく、常に現状の検証や課題解決のための検討を重ねながら、各種取組を進めています。また、

全ての市民が快適に利用できるようにとの観点から、市内循環バスの半数以上にノンステップバス

を導入しており、今後も順次導入を進めています。 

さらには、市内循環バスによる移動が困難な市南西地域にお住いの市民の足とするため、事前登

録・予約制の乗合タクシー「むらタク」の実証実験運行を平成 28 年 3 月 31 日までの期間で行って

いますが、今後も市内循環バスの運行の見直しと合わせ、障害のある人を含む全ての市民にとって

よりよい公共交通とするべく努めています。 

多摩都市モノレールの上北台・箱根ヶ崎間の延伸については、平成４年に東京都が次期整備路線

の事業化すべき路線として決定し、平成 12 年の国の運輸政策審議会の答申で「平成 27 年までに整

備着手することが適当である」路線として位置づけられるなど、これまでに着実に延伸に向けた歩

みが進んでいます。 
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⑻ 防災や安全・安心への取組 
 

災害時における住民や地域社会の安全を守るためには、地域ぐるみの対応が必要です。このため、

自主防災組織の結成を促進して育成するとともに、総合防災訓練等を通じて地域の住民と相互に協

力して連携活動できる体制を整備してきました。 

これまで災害が発生した場合等において、高齢者や障害者等の安否確認や避難誘導等をスムーズ

に行うことを目的に、平成１３年度からは希望する方を対象に災害時要援護者名簿を作成し、警察

署、消防署及び民生・児童委員に配布して、緊急時の連携体制の整備に努めました。 

その後、平成２５年６月には災害対策基本法が改正され、これら支援を必要とする方の呼称を避

難行動要支援者とし、その名簿の作成が市町村の義務とされました。 

これに基づき、本市では避難行動要支援者名簿を整備するとともに、平成２７年３月に避難行動

要支援者避難行動支援プラン（全体計画）を作成し、支援の充実に努めています。 

 

 

⑼ 福祉教育・学習 
 

将来、地域を担う子ども達の人材育成において、福祉の教育や学習は大変重要な課題といえます。

本市では、市立小・中学校の特別活動や総合的な学習の時間の中でボランティア活動等を行うこと

で、児童・生徒に社会の一員としての自覚と責任を持たせ、社会奉仕の精神の育成に努めています。 

また、全ての子どもが公平に教育を受けられるよう平成 25 年度から平成 27 年度の３か年計画の

「第三次武蔵村山市特別支援教育推進計画」を策定しており、一人一人の障害の特性に応じた教育

の充実と共生社会の実現を目指しています。 

さらに、特別支援学級の児童・生徒と通常の学級の児童・生徒の相互理解を促進させるため、交

流及び共同学習を実施しています。 
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２ 高齢者福祉及び介護保険事業等 
 

⑴ 高齢者の推移 

本市の高齢者人口は、昭和 45 年以降増加を続け、平成 27 年 10 月１日現在○○,○○○人で、高

齢化率は○○.○％です。高齢化率は、東京都と同じで、全国と比べてやや低位にあります。 
 

■高齢者人口と高齢化率の比較 

 

武蔵村山市 東 京 都 全   国 

高齢者人口 

（人） 

高齢化率 

（％） 

高齢者人口 

（千人） 

高齢化率 

（％） 

高齢者人口 

（千人） 

高齢化率 

（％） 

昭和 45年 1,328  3.2  591  5.2  7,393  7.1  

昭和 50年 1,804  3.5  732  6.3  8,865  7.9  

昭和 55年 2,514  4.4  895  7.7  10,647  9.1  

昭和 60年 3,406  5.6  1,056  8.9  12,468  10.3  

平成 ２年 4,712  7.2  1,244  10.5  14,895  12.0  

平成 ７年 6,338  9.5  1,531  13.0  18,261  14.5  

平成 12年 8,524  12.9  1,910  15.8  22,005  17.3  

平成 17年 11,482  17.3  2,295  18.3  25,672  20.1  

平成 22年 14,555  20.3  2,557  20.3  29,113 22.8 

平成 27年       

資料：国勢調査 
 

■市の高齢者人口と高齢化率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考１ 昭和 45 年から平成 22 年までは国勢調査人口 

２ 平成 27 年の武蔵村山市の数値は、平成 27 年 10 月１日現在の住民基本台帳及び外国人登録人口 

３ 平成 27 年の東京都の数値は、平成 27 年１月１日現在の住民基本台帳人口 

４ 平成 27 年の全国の数値は、平成 27 年 1 月１日現在の総務省統計局人口 
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⑵ 認定者数の推移 

要支援又は要介護と認定された方は、介護保険制度導入初年度の平成 17年度には〇〇〇人でした

が、平成 27年度は○,○○○人と、○.○○倍に増加しています。 

介護度別に見ると、重度（要介護４・５）より軽度（要支援１・２、要介護１～３）の方が認定

者数が増加しています。 

 

■認定者数の推移 （単位：人） 

区 分 
平成 

17年度 
区 分 

平成 

23年度 

平成 

24年度 

平成 

25年度 

平成 

26年度 

平成 

27年度 

要支援 246 
要支援１ 279 322 350 395  

要支援２ 215 242 279 307  

要介護１ 537 要介護１ 312 360 415 427  

要介護２ 262 要介護２ 351 390 388 394  

要介護３ 245 要介護３ 252 272 313 317  

要介護４ 183 要介護４ 257 269 291 298  

要介護５ 169 要介護５ 191 212 219 237  

合計 1,642 合計 1,857 2,067 2,255 2,375  

（各年度 10月１日現在） 

    

■要支援・要介護認定者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

備考 各年度 10 月現在の認定者数 

 



第２章 武蔵村山市の現状                                 

- 16 - 

⑶ 高齢者福祉施策の取組状況 
 

【サービスを提供する施設の状況】 

高齢者福祉に関する施設は、おおむね順調に整備が進んでいます。介護保険施設では特別養護老

人ホーム、介護老人保健施設、認知症高齢者グループホーム等があり、これらの施設群が高齢者向

けの介護サービスの中核を担っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

備考 平成 27 年４月１日現在 

高齢者関連施設の種類 

① 
介護老人福祉施設 

（特別養護老人ホーム） 
⑧ 

認知症対応型共同生活介護施設 

（グループホーム） 

② 介護老人保健施設 ⑨ シルバーハウジング（シルバーピア） 

③ 介護療養型医療施設 ⑩ 小規模多機能型居宅介護施設 

④ デイサービスセンター ⑪ 訪問看護ステーション 

⑤ 通所リハビリテーション ⑫ 福祉会館 

⑥ 短期入所施設 ⑬ 老人福祉館 

⑦ 地域包括支援センター ⑭ シルバーワークプラザ 

 

 

④ 

①⑥ 

⑧ 

⑬ ③ 

⑬④ 
④ ◎ 

⑫ 

○ 

○ 

⑨ 

○ 

○ 

○ 

⑬ 
④ 

 

 
⑨ 

 

④⑦⑪ 

④⑦⑨ 

①⑥⑧ 

①④⑥⑦ 

②⑤⑥ 

④ 

○ 

⑧⑩ 

④ 

⑬ 

⑦ 

④ ⑭ 

⑪ 

 
⑪ 

⑬ 

④ 

④ 

④ 

○ 

④ 

④ 
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３ 障害者福祉 

 

⑴ 障害者（児）の状況 

障害者においては、市が把握可能な障害者手帳の所持者数について、状況を示しています。 

 

① 身体障害 

身体に障害のある人の数（身体障害者手帳所持者）は、近年、増加傾向を示していて、平成 27

年度現在、身体障害者（児）が○○○人で、総人口○○○人（平成 27 年 4 月１日現在の住民基

本台帳人口）に占める割合はおよそ○○○％となっています。 

平成 23年度から平成 27年度にかけてみると、およそ○○○倍と若干の伸びとなっています。 

 

■等級別の推移                           （単位：人） 

区 分 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 

１級 846 826 811 863  

２級 412 394 399 400  

３級 413 422 396 405  

４級 586 577 585 614  

５級 113 111 114 119  

６級 149 140 134 146  

合計 2,519 2,470 2,439 2,547  

（各年度 10月１日現在） 

 

■障害別の推移                            （単位：人） 

区 分 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 

肢体不自由 1,438 1,387 1,371 1,397  

視覚 160 157 150 160  

音声・言語 28 29 27 33  

聴覚 210 214 219 235  

内部障害 683 683 672 722  

合計 2,519 2,470 2,439 2,547  

（各年度 10月１日現在） 
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② 知的障害 

知的障害のある人の数（愛の手帳所持者数）は、全体的に増加傾向を示しており、平成 27 

年度現在○○○人で、平成 23年度から平成 27年度にかけて○○○倍の伸びとなっています。 

また、手帳の程度では、４度が○○○人と最も多く、次いで３度の○○○人となっています。 

 

■知的障害者手帳所持者の等級別推移                 （単位：人） 

区 分 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 

１度 37 29 27 28  

２度 128 121 114 118  

３度 136 123 124 130  

４度 241 245 252 265  

合計 542 518 517 541  

（各年度 10 月１日現在） 

 

③ 精神障害等 

精神障害のある人の数（精神障害者保健福祉手帳所持者数）は、増加傾向にあり、平成 27 年

10月１日現在○○○人で、平成 23年度から平成 27年度にかけて○○○倍の伸びとなっています。

手帳の程度では、２級が○○○人と、最も多くなっています。 

また、自立支援医療者数においては、平成 23 年○○○人から平成 27 年○○○人までに○○○

人の増減となっている。 

 

■精神障害者手帳所持者の等級別推移                 （単位：人） 

区 分 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 

１級 36 48 50 44  

２級 257 318 311 322  

３級 120 173 194 213  

合計 413 539 555 579  

（各年度 10月１日現在） 

 

■自立支援医療者数                          （単位：人） 

区 分 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 

精神障害 951 1,005 1,024 1,088 1,209 

 
※ 平成 27年度のみ９月１日現在で記入 （各年度 10 月１日現在） 
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〖コラム〗 
 

■発達障害、高次脳機能障害、難病について 

発達障害と高次脳機能障害、難病は、いまだに社会的認知度が低く、今後、障害の特性に応じた適

切な支援が求められています。 
 

発達障害 

「発達障害」は、「自閉症」（主な症状：言葉の意味を理解できなかったり、相手の感情に共感でき

ず人とのコミュニケーションがうまくとれなかったりする。）、「アスペルガー症候群」（主な症状：相

手の感情や雰囲気を察することができず、人や社会とのコミュニケーションに支障を来しやすい。）、

「学習障害（ＬＤ）」（主な症状：全般的な知的発達の遅れはないが、聞く、話す、読む、書く、計算

する、又は推論する能力の習得と使用に著しい困難を示す。）、「注意欠陥多動性障害（ＡＤＨＤ）」（主

な症状：日常生活に著しく支障を来すほど多動、注意集中困難、衝動性が目立つ。）などの総称です。

通常、症状は低年齢時において発現しますが、発現後は、心理機能の適正な発達及び円滑な社会生活

の促進のために、できるだけ早期に発達障害の特性に応じた医療的・福祉的・教育的支援を行うこと

が重要とされています。 

障害の特性やライフステージに応じた支援を国・地方公共団体・国民の責務として定めた「発達障

害者支援法」が平成 16年 12月 10日に公布され、平成 17年４月１日から施行されています。 

東京都では、自閉症などの発達障害の人とその家族が、安心した暮らしを営むことができるよう、

その総合的支援を行う地域の拠点として、東京都発達障害者支援センター（ＴＯＳＣＡ）を設置して

います。 
 

高次脳機能障害 

「高次脳機能障害」は、外傷性脳損傷、脳血管障害等によって脳が損傷を受け、その後遺症として

生じた記憶障害、注意障害、社会的行動障害等の認知障害等を指します。会話がうまくかみ合わない、

段取りをつけて物事を行うことができないなどの症状がみられ、日常生活において支障を来す場合が

あります。これまで障害者支援の枠組みでは対応されてきませんでしたが、国は、実態を把握し支援

策を模索すべく平成 13年度からモデル事業を立ち上げ、その後、平成１８年に「高次脳機能障害支援

普及事業」に引き継がれています。 

武蔵村山市では、高次脳機能障害について、市民・医療機関等関係機関に対し理解の促進を図るた

め、講演会を開催し、普及啓発を図るとともに、高次脳機能障害者の家族の交流会を開催するなど、

支援を図っています。 
 

難病 

難病は、医学的に明確に定義された病気の名称ではなく、一般的には治療がむずかしく、慢性の経

過をたどる疾病などを「難病」と呼んでいます。 

一方、昭和 47年の難病対策要綱における難病とは、「①原因不明、治療方針未確定であり、かつ、

後遺症を残す恐れが少なくない疾病」、「②経過が 慢性にわたり、単に経済的な問題のみならず介護等

に著しく人手を要するために家族の負担が重く、また精神的にも負担の大きい疾病」と、定義されて

います。 

特定疾患については難病とも称され、日本において厚生労働省が実施する難治性
なんじせい

疾患克服研究事業

の臨床調査研究分野の対象に指定された疾患（現在 130疾患）です。 

2014 年（平成 26 年）には、難病の患者に対する医療等に関する法律（難病法）が成立し、医療費

の自己負担の軽減（公費負担）を受けられる疾患は、特定疾患から指定難病に移行しました。 

また、平成 27年 1月から実施されている新たな難病医療費助成制度における対象疾病として、国の

指定難病（306疾病）と東京都単独の対象疾病（15疾病）があります。（平成２７年７月１日現在） 

〔参照：難病情報センター（難病対策の概要）〕 
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⑵ 障害者福祉施策の取組状況 
 

【サービスを提供する施設の状況】 

障害のある人のためのサービスを提供する市内の施設は、下記のとおりです。 

介護や自立支援、就労支援、相談支援等の施設が、障害のある人への幅広いサービス拠点とな

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

備考 平成 27年 4月 1日現在 

障害者福祉施設の種類 

① 居宅介護事業所 ⑪ 相談支援事業所 

② 重度訪問介護事業所 ⑫ 地域活動支援センター（Ⅰ型・Ⅱ型・Ⅲ型） 

③ 生活介護事業所 ⑬ 施設入所支援事業所 

④ 就労移行支援事業所 ⑭ 行動援護事業所 

⑤ 就労継続支援（Ａ型）事業所 ⑮ 児童発達支援事業所 

⑥ 就労継続支援（Ｂ型）事業所 ⑯ 医療型障害児入所支援事業所 

⑦ 放課後等デイサービス事業所 ⑰ 指定特定相談支援事業所 

⑧ 短期入所事業所 ⑱ 地域定着支援事業所 

⑨ 共同生活援助（グループホーム）事業所 ⑲ 地域移行支援事業所 

⑩ 自立(生活)訓練・宿泊自立訓練事業所  
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４ 子育て支援 
 

⑴ 子どもと子育て家庭の状況 
 

① 年齢３区分別人口の推移 

平成 27年において、本市の０～14歳の子どもの数は、○○○人と総人口（○○○人）の○○○％

を占めており、昭和 55年から比較するとその割合は○○○ポイントの減少となっていますが、平成

12年（10,097人）15.3％からは○○○ポイント（○○○人）の増加を示しています。 

人口は、平成 17年以降増加傾向にありますが、65歳以上の高齢者人口と 14歳以下の年少人口が

増加しているのに対し、15歳から 64歳までの生産年齢人口は減少しています。 

 

■年齢３区分別人口及び構成比の推移 （単位：人） 

区 分 昭和 55年 昭和 60年 平成２年 平成７年 平成 12年 平成 17年 平成 22年 平成 27年 

人 口 57,198 60,930 65,562  67,015  66,052 66,553 70,053   

０～14歳人口  

  構成比(%) 

16,684 14,332 12,127 11,028  10,097   9,904 10,877   

29.2 23.5 18.5 15.3  15.3     14.9 15.5   

15～64歳人口 

  構成比(%) 

37,904 43,096 48,362 49,600  47,394 44,982  44,578   

66.3 70.7 73.8 74.0  71.8 67.6  63.6   

65歳以上人口 

  構成比(%) 

2,514 3,406 4,712 6,338  8,524 11,482  14,593   

4.4 5.6 7.2 9.5  12.9 17.3  20.8   

資料：国勢調査 

■年少（０～14歳）人口及び構成比の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
    

資料：国勢調査 
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② 児童・生徒数の推移 

市内の市立小学校９校、市立中学校５校における児童・生徒数の推移は、近年において増減を繰

り返しながら横ばい傾向となっています。 

 

 

■児童・生徒数の推移 （単位：人） 

区 分 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

小学校 
4,421  

  (45) 

4,503 

(43) 

4,629 

(50) 

4,571 

(55) 

4,596 

(56) 

4,612 

(62) 

中学校 
1,950 

  (21) 

1,996 

(27) 

1,999 

(29) 

2,044 

(29) 

2,109 

(33) 

2,147 

(34) 

計 
6,371 

  (66) 

6,499 

(70) 

6,628 

(79) 

6,615 

(84) 

6,705 

(89) 

6,759 

(96) 
 

備考１ （ ）内の人数は、特別支援学級の児童・生徒数で内数 

      ２ 各年度５月１日現在 

 

 

 

③ 幼稚園入園児童数の推移（３～５歳） 

市内における幼稚園４園の入園児童数は、この５年間は減少傾向となっており、平成 27 年度で

は定員 1,280 人に対し 938 人と、約 73.3％の入園率となっています。 

 

 

■幼稚園入園児童数の推移 

区 分 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 

施設数(か所) ４ ４ ４ ４ ４ ４ 

定員合計(人) 1,280 1,280 1,280 1,280 1,280 1,280 

入園児童数(人) 
1,131 

  (375) 

1,109 

(354) 

1,083 

(331) 

1,078 

(328) 

987 

(295) 

938 

(308) 
 

備考１ （ ）内の人数は、管外受託児童数で内数 

２ 各年度５月１日現在 
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④ 保育所入所児童数の推移（認可定員：０～５歳） 

市内保育所の入所児童数は、平成 23 年度をピークに減少傾向にはありますが、各年度とも定員

を上回っています。 

 

■保育所入所児童数の推移 

区 分 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

設置数(か所) 13 13 13 13 13 

定員合計(人) 1,926  1,983 2,009 2,009 2,002 

入所児童数(人) 
1,995 

(93) 

2,083 

(81) 

2,075 

(82) 

2,063 

(83) 

2,035 

(76) 
 

備考１ （ ）内の人数は、管外受託児童数で内数 

     ２ 各年度末現在 

 

 

⑤ 保育所入所待機児童数の推移（０～５歳） 

保育所の入所待機児童数は、平成 22 年度からおおむね減少傾向にあり、平成 26 年度では、平成

22 年度の約半数まで減少しています。 

 

■保育所入所待機児童数の推移                   （単位：人） 

区 分 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

入所待機児童数 262 211 165 173 147 

備考 各年度末現在 

 

 

⑥ ひとり親家庭医療証交付世帯数の推移 

 ひとり親家庭医療証交付世帯数の推移は、平成 23 年までは増加傾向を示していましたが、こ

こ数年は減少傾向が伺えます。 

  

■ひとり親家庭医療証交付世帯数の推移               （単位：世帯）                    

区 分 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

世帯数 748 769 751 738 716 

内訳 

母子家庭 708 725 713 701 684 

父子家庭 38 43 33 32 26 

養育者家庭 2 1 5 5 6 

備考 各年度末現在 
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⑵ 子育て支援施策の取組状況 

 

【サービスを提供する施設の状況】 

地域で安心して子育てできる環境づくりや、一人一人の子どもを地域で見守り、明るく心豊か

で健全に育成するため、身近で必要なサービスを受けられるよう、地域におけるサービスの提供

拠点を以下のとおり整備しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 平成 27 年 4 月１日現在 

 

児童関連施設の種類 
① 子ども家庭支援センター 

② 子育てセンター 

③ 保育所 

④ 児童館 

⑤ 学童クラブ 

⑥ 幼稚園 

⑥ 

⑥ 

⑥ 

⑥ 

⑤ 

⑤① 

 

③ 
③ 

③ 

③ 

③ 

③ 

○ 
○ 

○ 

○ 

○ 

○ ○ 

○ 

○ 

○ 

④⑤ 

②③ 

④⑤ 

②③  

④⑤ 

④⑤ 

④⑤ 

②③ 

②③ 

◎ 

③ 

③ 

○ ③ 

⑤ 

 

④⑤ 
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５ 保健医療 
 

⑴ 地域の保健医療体制 

① 保健関連施設の状況 

本市の保健関連施設は、保健相談センターと保健相談センターお伊勢の森分室を拠点に子ども

から高齢者までを対象とした保健サービスを提供しています。 

② 地域医療の充実 

武蔵村山市医師会・歯科医師会・薬剤師会等と連携・協力し、身近な地域にかかりつけの医師

や歯科医師を持つことの重要性のＰＲや病院と診療所との連携のあり方、在宅歯科診療の充実な

どの施策を推進しています。 

 

⑵ 保健事業等の取組状況 

① 成人対象の保健事業 

成人を対象とした保健事業については、メタボリックシンドロームに着目した生活習慣病予防

のための特定健康診査等を実施しています。健診結果からは、生活習慣改善の必要レベルを３段

階に分けて判定し、特定保健指導へつなげることで市民の健康増進に努めています。 

また、特定健康診査受診時に大腸がん検診を同時に実施するなど、受診しやすい環境づくりに

努め、受診率の向上を図っています。 

その他には、各種がん検診（胃・大腸・肺・子宮・乳・前立腺）、歯周疾患検診、骨粗しょう症

検診、肝炎ウイルス検診、眼科検診を行っています。 

健康教室においては、従来から実施のヘルシースリム教室等に加えて、ヨガ体操教室を導入す

るなど、市民のニーズに合わせて取り組んでいます。 

② 母子対象の保健事業 

子どもと子育てをする親を対象とした事業については、乳幼児等の健康診査や子どもの栄養と

歯科相談、離乳食教室などを行っています。また、生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪

問する「こんにちは赤ちゃん事業」を実施しており、助産師や保健師等が訪問し、専門的な支援

を行っています。さらに、関係部署による連携を強化し、電話による訪問勧奨など、訪問実施率

を上げる取組を進めています。 

妊婦及びその家族を支援する教室としては、「パパとママのためのマタニティクラス」を実施し

ており、妊娠・出産・育児を学んだり、妊婦さん同士の友達づくりにも役立っています。 

また、夫婦で子育てについて学べる教室「両親学級（土曜日コース）」も年に数回実施していま

す。 

③ 自殺対策の取組 

武蔵村山市では、年間１５人前後の方が自殺によって命を落とされており、特に壮年期から中

年期（３０～６４歳）の男性に多い傾向があります。 

そこで市では、「誰もが生き心地のよい社会」を目指すため、市民向けの講演会を実施したり、

ゲートキーパー研修（市職員向け）を行うなど、いのちの大切さを訴え、自殺総合対策に取り組

んでいます。 
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⑶ 保健医療施設の取組状況 

 

【サービスを提供する施設の状況】 

保健医療に関わる主な施設として、武蔵村山市医師会加入の医療機関より、診療所の後方支援（二

次医療）としての役割を担っている病院があります。 

また、保健相談センターは、地域における保健・医療・福祉に関わる様々な施設が効果的に機能で

きるように、各施設との連携の拠点となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な保健医療施設 

① 東京小児療育病院 

② 武蔵村山病院 

③ 村山医療センター 

④ 保健相談センター 

⑤ 保健相談センターお伊勢の森分室 

備考 平成 27 年 4 月１日現在 

① 
② 

③ 

⑤ 

⑥ 
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第２節 「市民意識調査結果」(三者比較表) 

 
平成 28 年度から平成 32年度までの 5年間を計画期間とする『武蔵村山市第四次地域福祉計画』の

策定に向けた取組の一環として、平成 26年 12月 1日から平成 26年 12月 24日までの期間に、市民意

識調査を実施しました。 

本節では、地域に暮らす住民の地域福祉に関する考え方や課題、福祉サービス利用意向や今後の希

望意見等について把握し、計画策定の基礎資料とするため、「１８歳以上の市民」、「要支援・要介護認

定を受けている市民」及び「障害のある市民」を対象として実施した各調査結果の三者比較表を掲載

しています。 
 

■対象者別調査の詳細 

対象者 対象数 有効回答数 有効回答率 

１８歳以上の市民 3,000件 1,161件 38.7％ 

要支援・要介護認定を受けている市民 
1,000件 424件 42.4％ 

障害のある市民 

(手帳所持者) 

身体障害者手帳所持者 300件 

208件 41.6％ 療育手帳(愛の手帳)所持者 100件 

精神障害者保健福祉手帳所持者 100件 

合 計 4,500件 1,793件 39.8％ 

 
 

１ 隣近所との関わりについて 
 
⑴ 隣近所とのつきあいの程度 

「あいさつをする程度」が、障害のある市民、要支援・要介護認定を受けている市民、１８歳以

上の市民と共通して最も多く、次いで障害のある市民、１８歳以上の市民が「会えば立ち話をする

程度」となり、要支援・要介護認定を受けている市民では「特に親しい人はいない」（17.5％）と続

いています。 

また、三者を比較すると、要支援・要介護認定を受けている市民における「極めて親しいお宅が

ある」（15.6％）の割合が高く、「特に親しい人はいない」との対照的な傾向が伺えます。 
 

 

 

 

11.7

15.6

7.7

7.7

8.5

7.2

12.5

13.9

11.1

29.5

16.7

21.6

31.4

23.8

35.6

4.3

17.5

15.4

2.9

4.0

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18歳以上の市民(n=1,161)

要支援・要介護認定の市民(n=424)

障害のある市民(n=208)

きわめて

親しい

お宅がある

困りごとの

相談等も

できる程度

用事が

あれば

訪問し合う

程度

会えば

立ち話を

する程度

あいさつを

する程度

特に親しい

人はいない

無回答
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⑵ 今後の近所付き合いの意向 

「今のままでよい」が障害のある市民、要支援・要介護認定を受けている市民、１８歳以上の市

民と共通して８割前後の大勢を占め最も多く、次いで「もっとつきあいを広げたい」と続いていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ あなたがしてもらいたいこと 

「災害時の手助け」が三者共通で最も多く、次いで「安否確認の声かけ」が１８歳以上の市民

（33.9％）となり、「特にない」が要支援・要介護認定を受けている市民（27.8％）及び障害のある

市民（33.2％）となっています。 

 

 

 

 

 

12.2

9.2

13.0

82.2

80.9

79.8

2.7

5.4

5.3

2.9

4.5

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18歳以上の市民(n=1,161)

要支援・要介護認定の市民(n=424)

障害のある市民(n=208)

もっとつきあいを
広げたい

今のままでよい できるならつきあいは
控えたい

無回答

33.9 

14.3 

4.0 

4.8 

4.7 

12.6 

54.3 

3.4 

19.1 

15.2 

26.4

24.1

0.2

8.3

5.4

3.1

41.7

4.7

27.8

6.6

24.0

20.2

0.5

4.3

4.3

3.4

48.6

6.3

33.2

1.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

安否確認の声かけ

話し相手

短時間の子どもの預かり

外出（買い物や通院等）の手助け

庭の手入れや掃除の手伝い

郵便物・宅配物の一時預かり

災害時の手助け

その他

特にない

無回答

18歳以上の市民(n=1,161)

要支援・要介護認定の市民(n=424)

障害のある市民(n=208)
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２ 日常生活の課題について 
 

⑴ 生きがいに感じること 

「趣味、スポーツ」が１８歳以上の市民（51.1％）において、「家族の団らん」が要支援・要介護

認定を受けている市民（37.5％）及び障害のある市民（42.8％）で最も多く、次いで「家族の団ら

ん」が１８歳以上の市民（50.7％）、「友人、仲間とのつき合い」要支援・要介護認定を受けている

市民（27.6％）、「趣味、スポーツ」障害のある市民（38.0％）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

⑵ 困っていることや悩み 

「将来の生活についての不安」が一般で、「自分の健康に関すること」が要支援・要介護認定を受

けている市民（59.7％）及び障害のある市民（62.0％）で最も多く、次いで「自分の健康に関する

こと」１８歳以上の市民（38.7％）、「将来の生活についての不安」要支援・要介護認定を受けてい

る市民（35.8％）及び障害のある市民（47.1％）となっています。 

 
 
 

 

50.7 

24.4 

21.4 

48.7 

51.1 

7.0 

6.8 

6.7 

0.9 

37.5

11.3

3.3

27.6

17.7

3.3

13.7

24.1

7.1

42.8

10.1

7.2

28.4

38.0

4.8

8.2

20.2

2.9

0% 20% 40% 60%

家族の団らん

子どもの成長

仕事

友人、仲間とのつき合い

趣味、スポーツ

地域活動、ボランティア（ＮＰＯ活動）

その他

特にない

無回答

18歳以上の市民(n=1,161)

要支援・要介護認定の市民(n=424)

障害のある市民(n=208)

14.0 

38.7 

25.2 

6.3 

5.2 

4.5 

43.2 

4.9 

25.6 

1.9 

1.2

59.7

31.6

0.0

2.8

4.0

35.8

6.1

19.1

7.1

8.7

62.0

26.9

2.4

6.3

3.4

47.1

5.3

19.2

2.9

0% 20% 40% 60% 80%

仕事（学校生活）に関すること

自分の健康に関すること

家族の健康や介護に関すること

子育てに関すること

近隣・地域のトラブル、人間関係に関すること

家族・親戚とのトラブル、人間関係に関すること

将来の生活についての不安

その他

特にない

無回答

18歳以上の市民(n=1,161)

要支援・要介護認定の市民(n=424)

障害のある市民(n=208)
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⑶ 困りごとや悩みの相談相手 

「家族（親・子ども・きょうだい）」が三者共通で最も多く、次いで「配偶者」も三者共通となっ

ています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑷ 地区の中で安心して暮らしていくために地区組織等に期待する活動 

「災害が起きたときの対応」が三者共通で最も多く、次いで「交通安全や防災・防犯等の活動」

が１８歳以上の市民（38.3％）、「子どもや高齢者、障害のある方に対する手助け」が要支援・要介

護認定を受けている市民（30.0％）及び障害のある市民（28.8％）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

46.9 

55.3 

9.7 

10.2 

35.4 

3.7 

3.4 

0.8 

0.6 

1.8 

2.2 

3.3 

9.8 

2.1 

31.1

59.7

9.2

0.2

13.2

3.1

5.4

6.1

0.9

0.2

8.3

11.1

5.4

6.8

40.4

52.4

6.3

1.9

18.3

2.9

8.7

6.7

0.5

0.5

7.2

8.7

7.2

3.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

配偶者

家族（親・子・きょうだい）

親戚

職場の同僚・上司

友人・知人

経験豊かな近所の人

市役所の相談窓口

社会福祉協議会

民生・児童委員

インターネットの掲示板等

専門の相談機関

その他

相談しない

無回答

18歳以上の市民(n=1,161)

要支援・要介護認定の市民(n=424)

障害のある市民(n=208)

71.1 

20.9 

38.3 

18.9 

14.3 

11.5 

23.9 

13.2 

11.2 

12.0 

2.5 

11.5 

10.4 

58.0

13.2

17.2

10.8

7.8

8.7

30.0

7.1

7.3

17.7

6.1

12.7

18.2

57.7

18.8

27.9

13.9

10.1

11.1

28.8

12.0

13.0

20.7

4.3

15.4

15.4

0% 20% 40% 60% 80%

災害が起きたときの対応

地域内における決まりごと（ルール）の徹底

交通安全や防災・防犯等の活動

地域の道路や公園等の清掃活動

リサイクルや自然保護の活動

住民間トラブルの仲介・解決

子どもや高齢者、障害のある方に対する手助け

祭りや運動会等の住民同士の交流イベントの提供

文化・芸術・スポーツ等のサークル的な活動

市役所・社会福祉協議会との連絡調整

その他

特にない

無回答

18歳以上の市民(n=1,161)

要支援・要介護認定の市民(n=424)

障害のある市民(n=208)
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⑸ 自分ができると思うこと 

「災害が起きたときの対応」が１８歳以上の市民（45.0％）で、「特にない」が要支援・要介護認

定を受けている市民（24.3％）及び障害のある市民（21.6％）で最も多く、次いで「子どもや高齢

者、障害のある方に対する手助け」１８歳以上の市民（26.5％）、「地域内における決まりごと（ル

ール）の徹底」要支援・要介護認定を受けている市民（9.9％）、「地域の道路や公園等の清掃活動」

障害のある市民（16.3％）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

45.0 

21.5 

21.0 

25.7 

18.9 

3.5 

26.5 

11.8 

14.1 

5.9 

3.6 

14.4 

16.8 

5.2

9.9

3.8

5.7

3.8

1.2

5.7

1.9

3.1

1.9

0.7

24.3

55.7

13.0

13.9

7.2

16.3

9.6

3.8

13.5

5.8

10.6

3.4

4.3

21.6

37.5

0% 20% 40% 60%

災害が起きたときの対応

地域内における決まりごと（ルール）の徹底

交通安全や防災・防犯等の活動

地域の道路や公園等の清掃活動

リサイクルや自然保護の活動

住民間トラブルの仲介・解決

子どもや高齢者、障害のある方に対する手助け

祭りや運動会等の住民同士の交流イベントの提供

文化・芸術・スポーツ等のサークル的な活動

市役所・社会福祉協議会との連絡調整

その他

特にない

無回答

18歳以上の市民(n=1,161)

要支援・要介護認定の市民(n=424)

障害のある市民(n=208)
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３ 福祉に関する制度や事業等について 

 

⑴ あなたが住んでいる地区を担当している民生・児童委員をご存知ですか。 

「職名も活動内容も知らない」が１８歳以上の市民（30.5％）及び要支援・要介護認定を受けて

いる市民（22.9％）で最も多く、「職名は聞いたことがあるが、活動内容までは知らない」が要支援・

要介護認定を受けている市民（22.9％）は同数で、障害のある市民（27.9％）において最も多くな

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 民生・児童委員に相談したいか 

「わからない」が三者共通で最も多く、次いで「相談等をしたい」も三者共通となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13.6

18.9

14.4

22.7

17.0

18.3

29.1

22.9

27.9

30.5

22.9

26.4

2.0

8.0

6.3

2.1

10.4

6.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18歳以上の市民(n=1,161)

要支援・要介護認定の市

民(n=424)

障害のある市民(n=208)

地区担当者も

活動内容も

知っている

職名は聞いたことが

あり活動内容も

知っているが、

地区担当者は知らない

職名は聞いたことが

あるが、活動内容

までは知らない

職名も活動内容も

知らない

その他 無回答

21.2

22.9

23.1

13.6

9.0

8.7

63.1

58.5

62.5

2.1

9.7

5.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18歳以上の市民(n=1,161)

要支援・要介護認定の市民(n=424)

障害のある市民(n=208)

相談等をしたい 相談等をしたくない わからない 無回答



                                武蔵村山市の現状 第２章 

- 33 - 

⑶ 社会福祉協議会の認知状況 

「よく知らないが、聞いたことがある」が三者共通で最も多く、次いで「知らない」が１８歳以

上の市民（30.1％）、「知っている」が要支援・要介護認定を受けている市民（31.1％）及び障害の

ある市民（37.0％）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑷ 知っている社会福祉協議会の活動 

「福祉まつり、社協福祉バザー、のぞみまつりの実施」が三者共通で最も多く、次いで、「機関紙

『こもれび』の発行」が１８歳以上の市民（59.7％）で、「赤い羽根共同募金、歳末たすけあい運動」

が要支援・要介護認定を受けている市民（47.0％）及び障害のある市民（51.9％）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

28.9

31.1

37.0

38.8

32.1

33.7

30.1

26.9

22.6

2.2

9.9

6.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18歳以上の市民(n=1,161)

要支援・要介護認定の市民(n=424)

障害のある市民(n=208)

知っている よく知らないが、

聞いたことがある

知らない 無回答

34.3 

35.2 

38.5 

12.2 

28.1 

29.9 

59.7 

74.6 

19.7 

41.5 

25.7 

59.1 

19.4 

13.7 

18.8 

38.8 

28.1 

31.0 

18.8 

3.0 

28.8

32.6

27.3

5.3

18.2

22.7

38.6

49.2

11.4

23.5

23.5

47.0

10.6

9.1

8.3

17.4

28.8

46.2

7.6

8.3

27.3

36.4

35.1

18.2

33.8

20.8

45.5

54.5

16.9

44.2

49.4

51.9

15.6

13.0

26.0

28.6

33.8

32.5

20.8

2.6

0% 20% 40% 60% 80%

住民の方による見守りや活動の推進（小地域福祉組織化事業）

ひとり暮らし高齢者等への訪問電話（シルバーテレホン事業）

老人クラブ、障害者団体、ボランティア団体への助成

福祉学習会への経費助成

車いす、わたあめ機等のイベント機器の貸出

会員会費の募集

機関紙『こもれび』の発行

「福祉まつり」、「社協福祉バザー」、「のぞみまつり」の実施

低所得者世帯等への生活福祉資金や離職者支援資金の貸付

福祉に関する総合相談

障害者相談支援事業

赤い羽根共同募金、歳末たすけあい運動

お子さんの進学支援（教育支援資金、受験生チャレンジ支援事業）

地域福祉権利擁護事業の推進

成年後見制度の推進

市立のぞみ福祉園の経営

高齢者在宅サービスセンター・身体障害者福祉センターの経営

地域包括支援センターでの介護保険等の各種相談

ファミリー・サポート・センター事業

無回答

18歳以上の市民(n=335)

要支援・要介護認定の市民(n=132)

障害のある市民(n=77)
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⑸ 日常の金銭管理 

「自分」が１８歳以上の市民（72.2％）及び障害のある市民（47.6％）で、「家族」が要支援・要

介護認定を受けている市民（47.9％）で最も多く、次いで「家族」が１８歳以上の市民（25.2％）

及び障害のある市民（42.8％）、「自分」要支援・要介護認定を受けている市民（36.6％）となって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑹ 地域福祉権利擁護事業の認知状況 

「名称も名前も知らない」が三者共通で最も多く、次いで「名称を聞いたことはあるが、内容は

知らない」も三者共通となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

72.2 

25.2 

0.2 

0.0 

0.2 

0.6 

1.6 

36.6

47.9

0.7

0.5

0.7

8.5

5.2

47.6

42.8

0.5

1.0

1.4

2.4

4.3

0% 20% 40% 60% 80%

自分

家族

親戚

地域福祉権利擁護事業の生活支援員

成年後見人・保佐人・補助人・任意後見人

その他

無回答

18歳以上の市民(n=1,161)

要支援・要介護認定の市民(n=424)

障害のある市民(n=208)

6.9

5.4

6.7

19.6

21.5

22.6

70.5

62.3

64.4

3.0

10.8

6.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18歳以上の市民(n=1,161)

要支援・要介護認定の市民(n=424)

障害のある市民(n=208)

名称も内容も

知っている

名称を聞いたことはあるが、

内容は知らない

名称も内容も知らない 無回答
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⑺ 成年後見制度の認知状況 

「名称を聞いたことはあるが、内容は知らない」が１８歳以上の市民（37.0％）及び障害のある

市民（33.2％）で、「名称も名前も知らない」が要支援・要介護認定を受けている市民（38.4％）で

最も多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑻ 成年後見制度に財産管理等を任せること 

「わからない」が三者共通で最も多く、次いで「任せてもよい」も三者共通で多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

32.4

20.8

29.3

37.0

31.4

33.2

28.9

38.4

30.3

1.8

9.4

7.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18歳以上の市民(n=1,161)

要支援・要介護認定の市民(n=424)

障害のある市民(n=208)

名称も内容も

知っている

名称を聞いたことはあるが、

内容は知らない

名称も内容も知らない 無回答

27.7

25.2

26.4

15.1

9.4

13.9

17.6

16.3

16.8

37.0

37.5

35.6

2.7

11.6

7.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18歳以上の市民(n=1,161)

要支援・要介護認定の市民(n=424)

障害のある市民(n=208)

任せてもよい 一部なら任せてもよい 任せたくない わからない 無回答
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⑼ 成年後見制度は誰に任せたいか 

「家族・親族」が三者共通で最も多く、各全体の７割以上を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑽ 災害時要援護者名簿登録について 

「名称も内容も知らない」が三者共通でもっとも多く、各全体の約７割前後を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

75.7 

19.3 

1.2 

2.6 

1.2 

80.3

12.2

0.7

3.4

3.4

72.6

19.0

1.2

6.0

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家族・親族

専門職（弁護士、司法

書士、社会福祉士 等）

市民後見人

わからない

無回答

18歳以上の市民(n=497)

要支援・要介護認定の市民(n=147)

障害のある市民(n=84)

7.1

7.5

9.1

18.1

14.4

17.8

72.8

68.9

67.8

2.0

9.2

5.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18歳以上の市民(n=1,161)

要支援・要介護認定の市民(n=424)

障害のある市民(n=208)

名称も内容も

知っている

名称を聞いたことはあるが、

内容は知らない

名称も内容も知らない 無回答
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⑾ 生活困窮者自立支援制度の認知状況 

「名称も内容も知らない」が三者共通でもっとも多く、次いで「名称を聞いたことはあるが、内

容は知らない」も三者共通となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑿ 生活困窮者自立支援制度を利用したい方（自身またはまわりの方） 

「いない」が１８歳以上の市民（54.1％）で最も多く、「わからない」が要支援・要介護認定を受

けている市民（56.4％）及び障害のある市民（52.4％）で最も多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12.9

9.7

16.8

38.2

31.4

27.4

45.4

44.6

47.6

3.4

14.4

8.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18歳以上の市民(n=1,161)

要支援・要介護認定の市民(n=424)

障害のある市民(n=208)

名称も内容も

知っている

名称を聞いたことがあるが、

内容は知らない

名称も内容も知らない 無回答

2.4

5.9

3.8

54.1

28.5

38.0

40.3

56.4

52.4

3.2

9.2

5.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18歳以上の市民(n=1,161)

要支援・要介護認定の市民(n=424)

障害のある市民(n=208)

いる いない わからない 無回答
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４ 福祉サービスの利用状況について 

 

⑴ 福祉サービスの利用状況 

「使用していない」が１８歳以上の市民（81.3％）及び障害のある市民（51.0％）で、「利用して

いる」が要支援・要介護認定を受けている市民（66.7％）で最も多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 福祉サービスについての不満等 

「不都合や不満を感じたことはない」が三者共通で最も多く、次いで「福祉サービスに関する情

報が入手しづらかった」が１８歳以上の市民及び障害のある市民（同 18.0％）、「どこに利用を申し

込めばよいのかわからなかった」が要支援・要介護認定を受けている市民（13.8％）となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15.3

66.7

42.8

81.3

23.6

51.0

3.4

9.7

6.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18歳以上の市民(n=1,161)

要支援・要介護認定の市民(n=424)

障害のある市民(n=208)

利用している

（したことがある）

利用していない

（したことがない）

無回答

15.2 

2.2 

16.9 

6.7 

3.9 

18.0 

11.8 

6.2 

6.2 

10.1 

32.6 

9.6 

13.8

1.1

5.7

5.3

3.2

10.6

8.5

4.2

6.7

13.1

44.2

13.4

11.2

6.7

10.1

7.9

6.7

18.0

14.6

5.6

9.0

11.2

31.5

14.6

0% 10% 20% 30% 40% 50%

どこに利用を申し込めばよいのかわからなかった

利用を申し込んだが、窓口でたらいまわしにされた

利用手続が煩雑だった

複数の窓口・建物にわたり、面倒だった

窓口の対応が悪かった

福祉サービスに関する情報が入手しづらかった

どのサービスがよいのかわからず、選びにくかった

利用したいサービスが利用できなかった

サービス内容に満足しなかった

その他

不都合や不満を感じたことはない

無回答
18歳以上の市民(n=178)

要支援・要介護認定の市民(n=283)

障害のある市民(n=89)
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⑶ 福祉サービスを利用しない理由 

「サービスを利用する必要がない」が１８歳以上の市民（61.0％）及び障害のある市民（34.9％）

で、「家族で対応できる」が障害のある市民は同数で、「サービスの内容や利用の仕方がわからない」

は要支援・要介護認定を受けている市民（38.0％）で最も多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑷ 福祉サービスの情報入手先 

「市報「むさしむらやま」」が三者共通で圧倒的に多く、次いで「特にない」が１８歳以上の市民

（19.2％）、「市役所の窓口や職員」及び「家族や親戚」が要支援・要介護認定を受けている市民

（17.0％）、「友人や知人」障害のある市民（15.9％）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.0 

1.0 

5.2 

9.6 

20.0 

3.9 

22.7 

8.2 

61.0 

3.0 

3.0

3.0

6.0

20.0

38.0

4.0

25.0

16.0

16.0

9.0

6.6

10.4

12.3

17.0

23.6

2.8

34.9

11.3

34.9

3.8

0% 20% 40% 60% 80%

家族や親戚への気兼ねがある

近所の目が気になる

他人の世話にはなりたくない

経済的な負担が心配

サービスの内容や利用の仕方がわからない

複数の窓口・建物にわたるため面倒

家族で対応できる

その他

サービスを利用する必要がない

無回答

18歳以上の市民(n=944)

要支援・要介護認定の市民(n=100)

障害のある市民(n=106)

64.4 

11.0 

6.6 

1.5 

1.0 

12.5 

7.9 

0.9 

16.0 

8.4 

5.6 

19.2 

5.1 

40.3

4.5

17.0

10.8

2.1

5.2

3.5

0.0

16.3

17.0

10.8

6.1

17.9

54.8

8.2

14.9

10.1

0.5

6.3

4.3

0.5

15.9

13.5

7.2

10.1

12.5

0% 20% 40% 60% 80%

市報「むさしむらやま」

新聞

市役所の窓口や職員

社会福祉協議会の職員

民生・児童委員

回覧板

市のホームページ

市以外のホームページ

友人や知人

家族や親戚

その他

特にない

無回答

18歳以上の市民(n=1,161)

要支援・要介護認定の市民(n=424)

障害のある市民(n=208)
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５ 地域福祉施策の推進に当たり取り組むべきこと 

 

「福祉サービスの手続の方法等を見直し、利用しやすくすること」が三者共通で最も多く、次い

で「民間事業所の力をいかし、質のよいサービスを提供すること」も三者共通となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

32.2 

22.2 

18.0 

31.6 

16.1 

40.6 

14.0 

2.8 

13.7 

7.5 

31.4

17.2

11.6

17.5

12.0

35.8

9.2

5.4

20.8

14.2

29.8

17.8

13.5

23.1

16.3

40.4

10.1

5.3

19.7

10.1

0% 10% 20% 30% 40% 50%

民間事業者の力をいかし、

質のよいサービスを提供すること

市民に地域福祉への参加を呼びかけたり、

参加するための支援をすること

現在行っている施策について第三者による評価、

見直しを行うこと

市民のニーズを詳細に把握する調査を行うこと

職員の教育、研修を充実させること

福祉サービスの手続の方法等を見直し、

利用しやすくすること

ボランティアや団体等担い手を育成すること

その他

特にない

無回答

18歳以上の市民(n=1,161)

要支援・要介護認定の市民(n=424)

障害のある市民(n=208)
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第３章 計画の基本的な考え方 
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第１節 計画の基本理念と基本視点 

 

 

１ 基本理念 

 

地域には、一人暮らしの高齢者や障害のある人、子育て中の家族など、時と場合によっては自

立し安定した生活を送るために何らかの支援及びサービスの利用などを必要としている人がいま

す。小さな子どもから高齢者まで、また、障害のある人もない人も、全ての人が住み慣れた地域

の中で、その人らしく自立して心豊かに生きていける、地域のみんなで共に生きるまちを目指す

ことが必要です。 

そこで、上位計画である「武蔵村山市第四次長期総合計画」に掲げる施策の体系の一つが、「安

心していきいきと暮らせるまちづくり」であることなども踏まえ、本計画の基本理念を次のとお

り掲げ、これからの地域福祉における市民・事業者・市の共通の目標とします。 

 

 

 

だれもが身近な地域や家庭で 

安心して暮らせる福祉のまち 
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２ 基本視点 

 

計画の「基本理念」を実現するため、次の視点に留意しながら計画を推進していくこととしま

す。 

 

 

市民と事業者と市の協働 ～同じ方向を目指して～ 

 

 

 

 地域には様々な人が暮らしていますが、一人一人が抱える生活課題は異なります。地域に暮ら

す人々が、自らが抱える生活課題や、地域の問題を解決するために行動することは、地域の福祉

向上に向けた、大切な原動力になります。 

  しかし、地域の問題を解決するためには、市民・事業者・市が単独で活動を行うだけでは不十

分であり、地域を構成する全ての人々が、それぞれの立場を大切にしながら、生活課題や地域の

問題に対して、お互いに連携し、福祉活動を推進することが必要となります。 

  そこで、本計画を「市民と事業者と市の計画」として位置付け、地域を構成する全ての人々が、

お互いの立場を理解し、同じ方向を目指して福祉活動を推進するための道しるべにし、本計画の

「基本理念」である「だれもが身近な地域や家庭で安心して暮らせる福祉のまち」の実現を三者

の協働により目指します。 
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第２節 計画の基本目標と施策の体系 

 

１ 計画の基本目標 

「基本理念」を踏まえ、本計画の基本目標は次の４つとし、市民等との役割分担と連携・協働

のもと実現に努めていきます。 
 

《基本目標１》 みんなが参加してつくる福祉のまちづくり 

ボランティア団体・ＮＰＯ法人、個人ボランティアが活発な活動ができるよう、社会福祉協議

会やボランティア・市民活動センターを中核とした支援や、広報・意識啓発活動等を推進し、様々

な地域福祉活動や交流を進めます。 

また、コミュニティ活動の活性化を図るため、多様な活動主体が連携・協働するネットワーク

づくりを支援します。 
  

《基本目標２》 連携・協働しているまちづくり 

様々な相談ニーズに対応するため、地域の福祉を担う人材の確保や育成を行い、保健・医療と

連携した総合的な福祉サービスの充実を図ります。 

また、福祉サービスの受給者とサービス提供者を結びつける地域福祉コーディネーター等の機

能の充実を図ります。 

地域福祉を向上させるため、相談窓口の設置や情報提供、福祉教育・学習の推進を通し、福祉

への理解促進に努めます。 
 

《基本目標３》 安全・安心なまちづくり 

 

住みなれた地域でいつまでも安心して暮らしていけるよう、公共的建築物・施設や、公共交通、

住宅等のバリアフリー化及びユニバーサルデザインを進め、交通安全、防犯・防災対策の実施な

ど、安全・安心とともに福祉に配慮したまちづくりを推進します。 

また、防災面から避難行動要支援者登録等を推進することで、個人情報に配慮しながら地域コ

ミュニティを強固にした福祉との連携に努めるとともに、必要な支援に応じた制度を周知するた

め、広報システムや体制づくりを図ります。 
 

《基本目標４》 自立を促進するまちづくり 

 

地域におけるそれぞれの立場と責任を果たしながら、互いに支え合う地域づくりを進めるため、

生活保護受給者や生活困窮に陥っている地域の人たちを把握するとともに、個々の適切なサービ

スと運用に努め、関係機関と連携して各種の相談に対応しながら、生活困窮者の就労及び自立促

進を支援していきます。 
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２ 施策の体系 

 

 

〈基本理念〉   だ れ も が 身 近 な 地 域 や 家 庭 で 

安 心 し て 暮 ら せ る 福 祉 の ま ち 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

 

〈基本目標〉 

１ 福祉教育の推進と担い手の育成 

２ 福祉サービス充実の基盤づくり 

３ 相談体制・情報提供の充実 

４ 保健・医療等の推進 

１ 様々な地域福祉活動や交流の推進 

２ 地域福祉活動の基盤の強化 

３ 活動団体間のネットワークづくりの推進 

〈取組の方向〉 

１ 福祉のまちづくりの推進 

２ 安全・安心のまちづくりの推進 

３ 支援のための制度の周知等 

〈基本視点〉  市民と事業者と市の協働 ～同じ方向を目指して～ 

１ 就労の場の確保 

２ 生活保護受給者への日常生活等支援 

３ 生活困窮者の自立支援 

２ 連携・協働している 

まちづくり 

１ みんなが参加してつく 

  る福祉のまちづくり 

３ 安全・安心なまちづくり 

４ 自立を促進するまちづくり 
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第３節 エリア設定の考え方と将来人口推計 

 

１ 地域福祉エリアの新設定 
 
  本市では、平成６年２月に策定した「武蔵村山市老人保健福祉計画」で市内を４つのエリアに

分けた「地域福祉エリア」を設定し、その後、平成１８年３月に策定した「武蔵村山市第二次地

域福祉計画（平成１８年度～平成２２年度）」において、日常生活における行動範囲や生活環境条

件等を考慮して、新たな「地域福祉エリア」を設定し、地域における保健・福祉サービスの提供

体制の整備を行ってきました。 

平成２３年３月に策定した「第三次地域福祉計画（平成２３年度～平成２７年度）」においても、

従来のエリアを「地域福祉エリア」として設定しており、関係福祉施策との整合等を図るため、

引き続き４つのエリアを「地域福祉エリア」として設定します。 
 

【地域福祉エリアに含まれる町名】 

エリア名 町 名 

西部エリア 伊奈平、岸、残堀、中原、三ツ木、三ツ藤、大字三ツ木（横田基地内） 

北部エリア 神明、中央、中藤、本町 

南部エリア 榎、大南、学園 

緑が丘エリア 緑が丘 

 

 

 

 

 

西部エリア 

南部エリア 

北部エリア 

緑が丘エリア 
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２ 将来人口推計 

 

◇ 将来人口の考え方 

 

平成 32 年 10 月１日の人口は約 76,000 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考：各年 10月 1日現在の住民基本台帳及び外国人登録人口 

資料：武蔵村山市第四次長期総合計画後期基本計画 

 

 

 

 

人口フレームの推計 
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第４章 基 本 計 画 
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第１節 みんなが参加してつくる福祉のまちづくり 

 

■現 況                               
 

身近な地域や家庭で安心して暮らしていくためには、自助や公助だけでなく、社会保険制度等によ

り支え合う相互扶助の仕組みや地域の住民同士で助け合う共助が、福祉のまちづくりに必要となって

います。 

 

市民への調査によると、地域の主な活動主体となっている

ボランティアやＮＰＯ活動の経験については、今まで活動し

たことがない市民と以前活動していたが現在していない市民

を合わせ、９割近くが活動していない現状があります。 

しかし、地域に期待され必要とされている活動が求められ

ており、市民自らが地域貢献の充実感などを得られるととも

に活動しやすい環境を整えていく必要があります。 

 

（参照：「武蔵村山市地域福祉計画策定に向けた市民意識調査報告書 平成２７年３月」より） 

 

 

○ 目指す地域のすがた 

１ 様々な地域福祉活動や交流が活発に行われているまち 

２ 地域福祉活動団体など自主的な活動が盛んに行われ、活動拠点の場や機会、活動のため

の情報等、活動環境が整備されており、支援を必要とする人と活動者を結び付けるコーデ

ィネート機能が充実していて、ボランティア団体・ＮＰＯ法人のメンバーや個人ボランテ

ィアが活動しているまち 

３ 活動団体間のネットワークが確立され、連携した活動が盛んに行われているまち 

 

 

現在活動している

8.4%

以前活動していた

が、現在はしてい

ない

12.0%

今までに活動した

ことはない

74.0%

無回答

5.7%

ｎ=1161

【ボランティア、ＮＰＯ活動の経験】 
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１ 様々な地域福祉活動や交流の推進               

 

 

 

【主な取組】 

取組名 内 容 所管課 

⑴ 広報・啓

発活動等の

推進 

主体的にまちづくりに関わっていこうとする市民の意識

を更に高めるために、広報誌やホームページ、ＳＮＳ等を

活用した広報・啓発活動を推進します。また、音声コード、

活字文書読上げ装置等のメディアの活用も含めて、保健福

祉などに関する情報を提供していきます。 

[秘書広報課] 

[健康福祉部全課] 

⑵ 地域にお

ける交流の

場・機会の

確保 

高齢者が身近な小学校で児童や地域行事を通じて住民と

交流し、また、障害のある人が地域住民とともにスポーツ

を楽しむ等、世代をこえ誰もが参加できるよう地域におけ

る福祉を中心とした様々な交流の場・機会の確保を図りま

す。 

[健康福祉部全課] 

⑶ ボランテ

ィア活動へ

の参画の支

援 

ボランティア・市民活動センターをボランティア・市民

活動の総合拠点と位置付け、市民自らがサービスの担い手

として積極的に地域と関わっていけるよう、福祉部門にお

いては地域包括支援センターなど関係機関と連携し、市民

の参画を更に推進していきます。 

[協働推進課] 

[高齢福祉課] 

⑷ 市民の発

想を生かす

市政運営と

自治会活動

及び加入促

進の支援 

市民の自発的な活動に基づく提案・提言を市政運営に生

かす場として、協働事業提案制度を実施し、市民との協働

によるまちづくりを推進します。 

また、自治会活動への各種補助金の交付などにより、自

治会が自主的な活動により活性化が図れるよう、魅力ある

自治会づくりを支援します。 

[協働推進課] 

⑸ コミュニ

ティ意識の

醸成 

 

コミュニティづくりを推進するため、市長を先頭に、職

員がまちへ、現場へ積極的に出向く職員地域担当制の充実

を図るとともに、ボランティア・市民活動センターの機能

強化、事業の充実に努めます。 

[協働推進課] 

 

市 が行うこと 
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【主な事業目標】 

区分 事   業   名 
平成 26年度 

現在 

平成 32年度 

目標 
所 管 課 

充実 

協働事業提案制度の提案団体数 ５団体 10団体 協働推進課 

（内容） 

市民の自発的な活動に基づくまちづくりへの提案を市政運営に生かし、市民との協働に

よるまちづくりを推進する制度として、その提案する団体数の増加を目指します。 

充実 

地域みんなでまちづくり会議の設置数 ４区域 ９区域 協働推進課 

（内容） 

地域の課題等について検討し、自主的にコミュニティ活動の活性化を図る場として、地

域みんなでまちづくり会議の充実を図ります。 

 

 

 

 

 

○ 自分のまちの福祉関連情報に、“自分にも関係のあること”として興味を持って接

する。 

○ 地域にある様々な生活課題・問題を各自が“自分自身の問題”として受け止め、

その解決・改善のために何ができるのかを考える。 

○ 今まで培ってきた知識や経験をいかして、地域で活動する。 

○ 自治会に加入するなど、身近な人たちとの関係を築く。 

 

 

 

 

 

○ 職場体験など、学校等で取り組む福祉教育の機会に積極的に協力し、子どもたちや

高齢者などとのふれあいの機会をつくる。 

○ ボランティア休暇制度の導入など、社員等がボランティア活動に参加しやすい環境

づくりに努める。  

 

市民・活動団体 にできることの検討 

 

市内の事業者(所)  にできることの検討 
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〖コラム〗 
 

■自助・共助・公助について 

地域の課題に対しては、個人の取組や公的な支援だけでなく、地域の助け合いや支え合いが重

要であり、「自助」、「共助」、「公助」の役割を適切に発揮し、重層的に組み合わせられることが

問題を解決することにつながります。 

 

「自助」とは、自立（自律）でもあり、生活する上で起きる諸問題を個人の努力や民間サービ

スの活用で解決すること。 

「共助」は、年金・医療・介護などの社会保険制度が代表例であり、国民同士で支え合う相互

扶助のしくみであり、地域の住民同士で助け合うことでもある。 

「公助」とは、自助だけでは解決できない課題に対し、行政が税金を財源として行う福祉サー

ビス。 
 

 

自 助 共 助 公 助 
 

・個人の努力 

 

・家族や民間のサービス

を利用した問題の解決 

 

 

・年金・医療・介護保険をはじめとする

社会保険制度 

 

・地域の住民同士で個人が解決できない

問題を、助け合うこと 

 

 

・行政による福祉サービス 
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２ 地域福祉活動の基盤の強化                                         
 

 

 

 

【主な取組】 

取組名 内 容 所管課 

⑴ 福祉活動

の場の提供 
コミュニティ施設について、無休化などを推進するとと

もに、高齢者や障害のある人、子どもたちなど全ての地域

住民に開放し、身近な活動の場を提供します。また、多様

化する市民ニーズに効果的かつ効率的に対応するため、指

定管理者制度の導入などを推進し、適切な管理運営体制の

確保に努めます。 

[企画政策課] 

[地域福祉課] 

[高齢福祉課] 

[障害福祉課] 

[子育て支援課] 

[子ども育成課] 

[健康推進課] 

⑵ 福祉活動

推進のため

の情報の提

供 

ボランティア、ＮＰＯ法人、福祉サービス事業者など、

様々な主体が地域福祉活動を行うに当たり、より効果的な

活動ができるような情報提供に努めます。 

[協働推進課] 

[健康福祉部全課] 

⑶ コーディ

ネート機能

の充実 

地域における利用者のニーズに応じた効果的かつ効率的

な福祉サービスの提供を図るため、関係機関との連絡調整

や協力依頼などサービスのコーディネートを今後も継続し

ていきます。また、地域全体で、事態が深刻になる前に問

題を見つけ、迅速に対処できるような仕組みを協働で確立

し、支援の必要な人の地域生活を共に支えていきます。 

[協働推進課] 

[健康福祉部全課] 

 

 

市 が行うこと 
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○ 各種のボランティア活動に積極的に参加する。 

○ 定年退職を迎えた人や高齢者の持つ能力・技術及び経験を地域で生かす。 

○ 地域の文化・芸術などを育みながら活動を活発化させるとともに、地域福祉の基

盤強化への連携に生かしていく。 

 

 

 

 

 

 

 

○ ボランティアの受入れ、連携に努める。 

○ 施設の空きスペースや未使用時の部屋などを、地域福祉活動団体に貸し出すなど、

活動の場の提供に努める。 

 

 

市民・活動団体 にできることの検討 

 

市内の事業者(所)  にできることの検討 
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３ 活動団体間のネットワークづくりの推進                              

 

 

 
 

【主な取組】 

取組名 内 容 所管課 

⑴ 地域福祉

活動団体等

への支援 

 

活動に関する情報や活動の場の提供を進めるとともに、

活動の自主性・主体性を尊重しながら、活動の場づくりや

研修等への支援を行います。 

[健康福祉部全課] 

⑵ 地域福祉

活動団体間

の連携強化

の促進 

 

ボランティア・市民活動センターを中心として、ボラン

ティア団体や個人ボランティア、ＮＰＯ法人等が連絡・調

整を行い、お互いに協力し合うことにより、ボランティア・

市民活動がより活発・効果的に行われるよう、連携の強化・

促進を図り、更に地域福祉活動を推進します。 

[協働推進課] 

 

 

【主な事業目標】 

区分 事   業   名 
平成 26年度 

現在 

平成 32年度 

目標 
所 管 課 

新規 

市民活動見本市（仮称）の開催 未実施 年１回 協働推進課 

（内容） 

市民活動見本市（仮称）は、地域で活動する団体、ＮＰＯ法人、企業等が出会い、活動

を分かり合う場を設け、広く市民に活動をＰＲするために開催するもので、市民活動の活

性化と理解を深める機会を提供します。 

 

 

市 が行うこと 
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○ 地域福祉活動団体等は、他の団体との交流・連携に努める。 

○ 自治会の活動については、子どもから高齢者まで全ての人を対象とした行事を取り

入れるなどして、加入者にとって魅力的な内容にしていくよう努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 社内のボランティアサークルは、ボランティアセンターに登録し、積極的に他のサ

ークルとの交流・連携に努める。 

 

 

 

  

市民・活動団体 にできることの検討 

 

市内の事業者(所)  にできることの検討 
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第２節 連携・協働しているまちづくり 

 

■現 況                               
 

地域における多様な福祉ニーズに対応するためには、既存の活動団体が連携・協働することに加え

て、福祉を担う人材の確保や育成、相談体制の整備や情報提供の充実が必要となっています。 

 

 

市民への調査によると、今後、地域

活動やボランティア活動の輪を広げて

いくために必要なことについては、気軽

に相談できる窓口を設置することが約

４割を占めて最も多い回答となってい

ます。 

そのため、活動団体への支援も含め

た多様な福祉ニーズの解決を図るため

の相談体制を整えていく必要がありま

す。 

 

（参照：「武蔵村山市地域福祉計画策定に向けた市民意識調査報告書 平成２７年３月」より） 

 

 

○ 目指す地域のすがた 

１ 福祉の担い手が育ち、きめ細やかな福祉サービスが実現し、研修やボランティア講座な

ど福祉教育が充実しているまち 

２ 福祉サービスについての苦情があったとき、利用者が気兼ねなく相談できる窓口が整い、

情報提供が充実しているまち 

３ 保健・医療・福祉のネットワークが確立され、効果的なサービスの提供が実現している

まち 

 

 

【活動を広げていくために必要なこと】 

39.4 

25.5 

15.0 

15.8 

33.3 

20.2 

12.5 

3.1 

13.7 

8.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

気軽に相談できる窓口を設置する

活動できる拠点や場所を整備する

多少の報酬をもらえるようにする

活動に関する研修や講習会を開催する

活動に関する情報を積極的に発信する

若い世代への参加を呼びかける

人材・リーダーの育成をする

その他

特にない

無回答

ｎ=1161
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１ 福祉教育の推進と担い手の育成                                     

 

 
 
 

【主な取組】 

取組名 内 容 所管課 

⑴  福 祉 教

育・福祉学

習の推進 

市内小・中学校における福祉教育の充実に努め、小さい

頃から施設訪問、体験学習等を行ってノーマライゼーショ

ンや「地域福祉計画」の理念等が成長とともに身に付くよ

う図ります。 

今後、副籍制度により特別支援学校と小中学校の児童・

生徒が交流を図る中で、地域への理解と受け入れ等の交流

も図り、次世代の人材育成を図れるよう支援します。 

また、成人に対しては、講座や啓発講演会を開催するな

どして生涯学習の一環として福祉学習を推進します。さら

に、社会福祉協議会が行う各種福祉講座や各年代層に合わ

せた体験学習等を支援してその充実を図り、住民の意識の

向上を図ります。 

[地域福祉課]  

[教育指導課] 

[文化振興課] 

 

⑵ 交流教育

の推進 
児童・生徒が、高齢者施設、都立村山特別支援学校、保

健福祉総合センター（市民総合センター内）等への訪問を

行い、体験活動や講話を通して、子どもたちと高齢者や障

害のある人との相互の交流を進めます。 

[教育指導課] 

⑶ 福祉人材

の確保・養

成 

 地域におけるきめ細やかな福祉サービスを実現するた

め、介護保険制度や障害福祉の制度による福祉サービス事

業者の参画の支援・促進と、ホームヘルパーなどの福祉人

材の確保を図るとともに、今後とも、人材の養成・研修の

促進を行います。 

[高齢福祉課] 

[障害福祉課] 

⑷ ボランテ

ィアの確保

とＮＰＯ法

人などの参

画促進 

市民（地域住民）・事業者（所）・市の三者協働による地

域福祉推進のため、ボランティア講座、ボランティアの人

材育成などをボランティア・市民活動センター、地域包括

支援センター、社会福祉協議会などの関係機関が連携して

実施し、福祉の担い手の確保を図ります。 

また、ＮＰＯ法人等の設立支援・助言、人材養成支援な

どを行い、市民活動を促進する中で、地域福祉活動への参

画も促進します。 

[協働推進課] 

[高齢福祉課] 

 

市 が行うこと 
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【主な事業目標】 

区分 事   業   名 
平成 26年度 

現在 

平成 32年度 

目標 
所 管 課 

充実 

特別支援学校と市内小・中学校の 

交流 
３校 ５校 教育指導課 

（内容） 

都立村山特別支援学校の児童・生徒と市内小・中学校の児童・生徒が様々な体験活動を

通して交流を進めます。 

 

 

 

 

 

 

〖コラム〗 

 

■副籍制度について 

副籍制度は、都立特別支援学校の小学部及び中学部に在籍する本市の児童及び生徒が、居住

地域等の市立小学校・中学校に副次的な籍（副籍）をおいて、市立学校と直接的又は間接的な

交流をすることにより、その居住地域とのつながりを維持・継続することで、将来、地域との

関わりを持つことを目的としています。 

平成１９年度から実施された制度で、これまで対象児童・生徒に学校だよりや学校行事の案

内などを配布するとともに、行事や学級活動、小学校における英語活動等を通して、交流及び

共同学習を行っています。 

 

今後、都立特別支援学校コーディネーターと副籍校の特別支援教育コーディネーター等を構

成員とした連絡組織の設置を検討する等、副籍制度の充実を図る必要があります。 

 

（参照：「第三次武蔵村山市特別支援教育推進計画」より） 
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○ 社会福祉協議会主催の行事に協力・参加するなど、積極的に交流するよう努める。 

○ 学校での福祉教育の経験などをいかし、地域において困っている人に気軽にちょっ

と手を貸すなど、ボランティア活動に積極的に参加する。 

○ ボランティア・市民活動センターが主催する夏体験ボランティアなどに積極的に参

加する。 

○ 団体の活動についての情報提供に努めるとともに、活動においてボランティアの受

入れ、連携に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 地域福祉の向上のため、社員等に研修を行うなど、意識の啓発に努める。 

○ 担い手などの人材育成に関わる講習を実施し、一般の人からの受講者を受け入れる。 

○ 市内中学生の職場体験などの依頼を積極的に受け入れる。 

 

 

 

 

市民・活動団体 にできることの検討 

 

市内の事業者(所)  にできることの検討 
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２ 福祉サービス充実の基盤づくり                     

 

 

 

【主な取組】 

取組名 内 容 所管課 

⑴ サービス

提供基盤の

整備 

福祉サービス事業者の市内への参入を支援・促進し、利用

希望者が多様なサービスの中から自分に合ったものを選択

して利用することのできる基盤の整備に努めます。 

特別養護老人ホームの待機者及び保育所の待機児の解消

を図るため、その基盤の整備に努めます。 

また、障害のある人が住み慣れた地域で暮らせるようグル

ープホームの整備に努めます。 

[高齢福祉課] 

[障害福祉課] 

[子ども育成課] 

⑵ 福祉サー

ビスの提供 
介護保険制度に基づくサービスなど、高齢者や障害のある

人のためのサービスを提供するとともに、その内容の充実に

努めます。 

[高齢福祉課] 

[障害福祉課] 

⑶ 地域包括

ケアシステ

ムの体制整

備 

高齢者が住み慣れた地域で生活を継続していけるよう、

市、地域包括支援センター、医療機関、介護サービス事業所、

地域住民等の連携強化を図ります。 

また、新しい介護予防・日常生活支援総合事業の実施に当

たって、地域包括支援センター等に、地域ニーズの把握や既

存資源を活用しながらサービス開発を行う生活支援コーデ

ィネーターを配置し、生活支援体制の整備を図ります。 

[高齢福祉課] 

⑷ サービス

情報提供の

推進 

市報やホームページなどを活用し、福祉サービスの内容な

どの情報を積極的に提供します。 

[秘書広報課] 

[健康福祉部全課] 

⑸ サービス

評価の促進 
福祉サービス事業者による提供サービスの自己評価を促

進します。 

また、福祉サービス事業者の第三者評価制度について広

報・周知活動を行います。 

[高齢福祉課] 

[障害福祉課] 

[子ども育成課] 

 

 

 

市 が行うこと 
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【主な事業目標】 

区分 事   業   名 
平成 26年度 

現在 

平成 32年度 

目標 
所 管 課 

新規 

医療・介護連携推進協議会(仮称)の設置 未設置 設置 高齢福祉課 

（内容） 

高齢者が住み慣れた地域で生活を継続していけるよう、市、地域包括支援センター、医

療機関、介護サービス事業所、地域住民等の連携強化を図るため、医療・介護連携推進協

議会（仮称）を設置します。 

新規 

生活支援コーディネーターの配置 ― ４人 高齢福祉課 

（内容） 

地域包括支援センター等に、地域ニーズの把握や、既存資源を活用しながらサービス開

発を行う生活支援コーディネーターを配置し、生活支援体制の整備を図ります。 

充実 

福祉サービス第三者評価への助成 ８事業所 ９事業所 

高齢福祉課 

障害福祉課 

子ども育成課 

（内容） 

認知症高齢者グループホーム、小規模多機能型居宅介護施設、障害福祉サービス提供事

業所及び保育所が行う福祉サービス第三者評価への助成を行います。 
 
 

 

 

 

○ 利用者の視点でサービスの評価を行う。 

○ ボランティア団体やＮＰＯ法人に参加するなど、福祉サービスの充実に協力する。 

 

 

 

 

 

○ 市報やホームページなどを活用し、福祉サービスの内容などをわかりやすく積極的

に情報を提供する。 

 

 

市民・活動団体 にできることの検討 

 

市内の事業者(所)  にできることの検討 
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〖コラム〗 

 

■地域のコーディネーターについて 

地域における福祉サービスを十分に機能させるには、支援を必要とする人と支援者や支援

活動団体を結びつけるコーディネート機能を充実させ、ボランティア団体・ＮＰＯ法人等の

メンバーや個人ボランティアが活発に活動できる環境をつくることが必要です。 

このようなことから、住民の地域福祉活動を支援するため、一定の圏域に専門的なコーデ

ィネーターを配置することが求められています。 

 

生活支援コーディネーター 

単身や夫婦のみの高齢者世帯、認知症の高齢者が増加する中、高齢者が地域での生活を継

続するためには、多様な生活支援ニーズに対応した多様なサービスを地域で整備していくこ

とが必要です。 

このような地域における環境整備においては、市町村が中心となって、地域のニーズと地

域資源のマッチングなどを行うコーディネーターの配置や協議体の設置等を通じて、生活支

援サービスの開発などを担う事業主体の支援体制の充実・強化を図ることが求められていま

す。 

生活支援コーディネーターは、市町村が定める活動区域に配置され、地域における生活支

援・介護予防サービスの提供体制の整備に向けた取組を行う役割を担っています。 

本市では、地域包括支援センターに各１人を常勤配置することを事業目標としており、地

域ニーズや既存資源を活用しながら生活支援体制の整備を図ります。 

 

地域福祉コーディネーター 

地域福祉の推進には、住民による主体的な活動と、行政や民間の多様な主体が協働しなが

らそれぞれの役割を果たしていくことが大切です。 

そのためには、地域における支援（生活支援コーディネーター等）との連携による課題や

ニーズの情報等を整理統括し、地域の資源（情報・人・場所など）をつないでいく機能が必

要であり、地域での生活を支えるネットワークの中心となる役割が重要となり、そのような

コーディネーターとなる人材を「地域福祉コーディネーター」としています。 

本市においても、その役割について人的配置の兼務を含め適正かつ機能的な配置や、普及

育成等を推進していくことを検討しています。 
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３ 相談体制・情報提供の充実                      
 
 

 

 
 
 
 

【主な取組】 
 

取組名 内 容 所管課 

⑴ 相談窓口

の充実 
日常生活におけるなやみごとは、各課に関係する複合的

なもの、制度の狭間にあるもの、対応する部署が不明確で

あるものなどがあり、こうした市民の多様な相談に積極的

かつ総合的に対応するために「市民なやみごと相談窓口」

を設置し、相談者の課題の解決に向けた支援を実施します。 

[地域福祉課] 

⑵  利 用 相

談・苦情相

談窓口の充

実 

福祉サービスの利用方法や手続の方法に関する専門的な

相談や、利用している福祉サービスについての疑問や苦情

の受付とその解決に向けた支援を行う「福祉総合相談窓口

（社会福祉協議会内）」の利用の促進を図ります。 

[地域福祉課] 

⑶ 情報提供

の充実 
地域包括支援センター、障害者地域自立生活支援センタ

ー、障害者就労支援センター、精神障害者地域活動支援セ

ンター、子ども家庭支援センターなど専門性をいかした各

相談窓口の充実を図るとともに、社会福祉協議会や福祉サ

ービス事業者などの相談活動との連携を強化し、相談体制

のネットワークの確立に努めます。 

[健康福祉部全課] 

⑷ 相談員の

資質向上の

ための支援 

市職員及び民生・児童委員をはじめとする相談員を対象

とした研修会を実施する等、その資質の向上を支援します。 

また、障害者差別解消法の施行に伴い職員対応要領を制

定し、適切な対応を図れるよう努めます 

[健康福祉部全課] 

⑸ わかりや

すい情報提

供の推進 

声の広報の発行、また、音声コード、活字文書読上げ装

置等のメディアを活用し、アクセシビリティに配慮したホ

ームページの作成、各種のパンフレットなど多様な媒体に

よって、利用者の立場に立った福祉などに関する分かりや

すい情報を提供していきます。 

[秘書広報課] 

[健康福祉部全課] 

市 が行うこと 
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⑹ 保健福祉

総合センタ

ーを活用し

たサービス

の提供 

高齢者、障害のある人及び子育て家庭に関する福祉の総

合的な連携の拠点である保健福祉総合センター（市民総合

センター内）を活用して、地域住民一人一人の必要に対応

したサービスの提供を図ります。 

[高齢福祉課] 

[障害福祉課] 

[子育て支援課] 

 

 

【主な事業目標】 

区分 事   業   名 
平成 26年度 

現在 

平成 32年度 

目標 
所 管 課 

新規 

市民なやみごと相談窓口の設置 未設置 設置 地域福祉課 

（内容） 

日常生活における多様な市民の相談に、積極的かつ総合的に対応できる「市民なやみご

と相談窓口」の機能をさらに充実し、市民の抱える課題の解決に向けた支援を行います。 
 

 

 

 
 

○ ボランティア、ピアカウンセラーとして、様々な相談活動に参加する。 

○ 地域の中で民生・児童委員などの相談員との連携に努める。 

○ 自治会の活動などを通じ、お互いの顔が見えるような情報提供を心がける。 

○ 朗読、翻訳、通訳などのサークル活動に参加するなど、障害のある人などへの情

報提供を手助けする。 

○ 保健福祉総合センターで提供されているサービスを上手に利用し、住み慣れた地域

での自立生活に役立てる。 

○ 各種団体の活動の場、活動拠点として、保健福祉総合センターを有効に活用して

みる。 
 
 

 

 

 

 

○ 各職員の相談スキルの向上 

○ 相談体制のネットワーク化への協力に努める。 

○ 安心してサービスを利用できるように、苦情解決責任者等を配置するなど、利用者

からの苦情への積極的な対応に努める。 

市民・活動団体 にできることの検討 

 

市内の事業者(所)  にできることの検討 
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〖コラム〗 
 

■障害者差別解消法に係る職員対応要領の制定について 

障害者差別解消法とは、全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互

に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に向け、障害を理由とする差別の解消を

推進することを目的として、平成 25年 6月に制定されました。（参照：内閣府） 

 

本市では、平成２８年４月１日から施行されることに伴い、市の職員が適切に対応できるよ

う、職員対応要領を制定します。 

また、平成２７年度末までに職員対応要領を制定、公表します。 
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４ 保健・医療等の推進                         

 

 

 

【主な取組】 

取組名 内 容 所管課 

⑴ 成人保健

事業の推進 
市民が生活習慣病などを予防して健康に過ごせるよう、

成人を対象としたがん検診や健康診査などの保健事業につ

いて、今後とも推進していきます。 

[健康推進課] 

⑵ 母子保健

事業の推進 
母親と乳幼児が健康に過ごせるよう、母子を対象とした

様々な健康診査や健康相談などの保健事業について、今後

とも充実していきます。 

[健康推進課] 

⑶ 予防衛生

事業の推進 
市民が健康に過ごせるよう、予防接種や結核検診などの

予防衛生事業について、今後とも充実していきます。 

予防接種情報システム「あんしん子育て予防接種ナビ」

を活用してもらい、安全確実に接種をしていただくよう努

めます。 

[健康推進課] 

⑷ 休日・休

日準夜にお

ける急患診

療の推進 

日曜日、祝日等の休日や休日準夜（午後９時まで）にお

ける急病患者の診療について、今後とも実施します。 

[健康推進課] 

⑸ 特定健康

診査等の推

進 

40歳以上の国民健康保険及び 75歳以上の後期高齢者医療

制度加入者などを対象として、生活習慣病の前段階である

メタボリックシンドロームの予防・改善等を目的とする特

定健康診査について、今後とも推進します。 

[保険年金課] 

[健康推進課] 

⑹ 特定保健

指導の推進 
特定健康診査の受診結果に基づきメタボリックシンドロ

ーム及び予備軍の該当者に対しては、保健師や管理栄養士

による食事や運動などについての指導・助言を今後とも実

施します。 

[保険年金課] 

[健康推進課] 

⑺ 調整機能

の充実 
高齢者、障害のある人、子育て家庭などからの福祉ニー

ズを把握して早期に福祉サービス事業者へ情報提供できる

仕組みを確立するため、保健・医療・福祉の担当者の連絡

会議を設置するなど、相互の事業内容を把握し理解を深め

るよう努めます。 

[高齢福祉課] 

[障害福祉課] 

[子育て支援課] 

[子ども育成課] 

[健康推進課] 

市 が行うこと 
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⑻ 市民健康

づくり推進

協議会 

健康づくりに関する様々な施策を検討する場として、今

後も継続的に市民健康づくり推進協議会を開催し、協議し

ます。 

[健康推進課] 

⑼ 健康づく

り思想の普

及・啓発 

全ての市民に健康づくりの意識を定着させるため、今後

とも健康教室を開催するほか、健康に関するイベントを実

施して、健康づくり思想の普及・啓発を行います。 

[健康推進課] 

⑽ 食育の取

組 

家庭、学校、地域等と協力し、食育の取組を推進します。 

また、市と市民が一体となった食育活動を推進するため、

食育推進ネットワークの充実を図ります。 

[健康推進課] 

[学校給食課] 

⑾ 自殺防止

対策の取組 
地域社会の問題でもある自殺の予防対策として、地域や

職場などで相手の心身不調のサインに気づき、専門機関に

よる相談等につなぐ役割を担うゲートキーパーの養成を促

進します。 

[健康推進課] 

⑿ 保健・福

祉総合シス

テムの整備

と活用 

保健・福祉総合システムの充実に努め、個人情報保護に

細心の注意を払いながら、効果的な保健・福祉サービスの

提供の実現を図ります。 

[文書情報課]  

[健康福祉部全課] 

 

 

 

 

 

【主な事業目標】 

区分 事   業   名 
平成 26年度 

現在 

平成 32年度 

目標 
所 管 課 

充実 

各種がん検診の実施 7,823人 8,000人 健康推進課 

（内容） 

各種がん検診を行い、がんの早期発見に努めます。 

充実 

乳幼児・産婦健康診査の実施 
（受診率） 

91％ 

（受診率） 

100％ 
健康推進課 

（内容） 

各種健康診査を行い、乳幼児の健全育成等に努めます。 
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区分 事   業   名 
平成 26年度 

現在 

平成 32年度 

目標 
所 管 課 

充実 

予防接種・結核検診の実施 22,969人 24,000人 健康推進課 

（内容） 

予防接種や結核検診を実施し、市民の健康を守ります。 

充実 

特定健康診査の実施 
（受診率） 

46.9％ 

（受診率） 

60％ 

保険年金課 

健康推進課 

（内容） 

生活習慣病の前段階であるメタボリックシンドロームを予防・改善することを目的とし

た健康診査を行います。 

充実 

特定保健指導の実施 
（実施率） 

17.2％ 

（実施率） 

60％ 

保険年金課 

健康推進課 

（内容） 

メタボリックシンドローム等の該当者に対して、食事や運動などについて、保健

師や管理栄養士による指導・助言を行います。 

充実 

ヘルシースリム教室の利用促進 30人 60人 健康推進課 

（内容） 

メタボリックシンドロームの予防を目的に生活習慣の改善のヒントを伝える健康教室の

利用を促進し、参加者を増やします。 

充実 

骨粗しょう症予防教室の利用促進 55人 60人 健康推進課 

（内容） 

骨粗しょう症の正しい知識を身に付け、日常生活の工夫を図る健康教室の利用を促進し、

参加者を増やします。 

充実 

ゲートキーパーの養成数 94人 280人 健康推進課 

（内容） 

悩んでいる人に寄り添い、関わりを通して「孤立・孤独」を防ぎ、見守り、支援するゲ

ートキーパー（市職員）を養成し、自殺防止に取り組みます。 
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○ 健康診査、がん検診や人間ドックなどを積極的に受診し、自分の健康状態を自分で

チェックする。 

○ 市が公募する委員会等に積極的に参加する。 

○ 健康づくりに積極的に取り組んで疾病予防・介護予防につなげ、健康寿命を可能な

限り伸ばす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 職場での定期健康診断の実施に努める。 

○ 市などの行政機関等との情報交換、連携に努める。 

○ 市などの行政機関等と連携し、市民の健康づくりに協力する。 

 

 

 

市民・活動団体 にできることの検討 

 

市内の事業者(所)  にできることの検討 
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第３節 安全・安心なまちづくり 

 

■現 況                               
 

住み慣れた地域でいつまでも安全・安心に暮らしていくためには、防犯・防災対策の実施だけでは

なく、公共施設等のバリアフリー化の促進等の福祉に配慮したまちづくりが必要となっています。 

 

 

市民への調査によると、地区の中で安心し

て暮らしていくために地区組織等に期待す

る活動内容については、災害が起きた時の対

応が最も多い回答となっている一方で、災害

時要援護者名簿登録制度の認知度は 1 割を

下回っています。 

そのため、誰もが安心して地域で生活を送

ることができるように、避難行動要支援者に

対する支援策を整備することが喫緊の課題

となっています。 
 

（参照：「武蔵村山市地域福祉計画策定に向けた市民意識調査報告書 平成２７年３月」より） 

 

 

○ 目指す地域のすがた 

１ バリアフリー化・ユニバーサルデザインが実現し、外出支援が整っていて、住民のだれ

もが安心・快適に外出することができるまち 

２ 災害や急病等の緊急時に、支援が必要な人が地域住民から適切な援助を受けられ、安心

して生活することができるまち 

３ 判断能力が十分でない人が必要に応じて成年後見制度や地域福祉権利擁護事業を適切に

利用し、住み慣れた地域の中で安心・快適に暮らしていけるまち 

 

 

名称も内容も知っ

ている

7.1%

名称を聞いたこと

はあるが、内容は
知らない

18.1%

名称も内容も知ら

ない
72.8%

無回答

2.0%

ｎ=1161

【災害時要援護者名簿登録について】 
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１ 福祉のまちづくりの推進                                           

 

 

 

【主な取組】 

取組名 内 容 所管課 

⑴ バリアフ

リー、ユニ

バーサルデ

ザインに配

慮した生活

環境の形成 

「東京都福祉のまちづくり条例」及び「武蔵村山市まち

づくり基本方針」などに基づいて、公共的建築物や道路・

公園などの公共施設等についてのバリアフリー化、ユニバ

ーサルデザインを推進し、障害の有無や年齢等に関わらず、

だれもが安心して生活できるような環境の形成を図りま

す。 

[環境課] 

[都市計画課] 

[道路下水道課] 

[施設課] 

⑵ 公共交通

機関の整備

とバリアフ

リー化、ユ

ニバーサル

デザインの

促進 

市民の足として重要な公共交通である多摩都市モノレー

ルの上北台・箱根ヶ崎間の延伸について、引き続き東京都

に要請していきます。 

また、市民がバスを便利に利用できるよう、市内循環バ

スへのノンステップバスの導入を進めていきます。 

さらに、交通不便地域への対応として、市内循環バスを

補完する新たな公共交通である乗合タクシー「むらタク」

の更なる活用を図っていきます。 

[都市計画課] 

⑶ 放置自転

車対策等の

推進 

放置自転車クリーンキャンペーンや違反広告物撤去協力

員制度を実施し、放置自転車や立て看板等をなくし、だれ

もが通行しやすくなるよう努めます。 

[道路下水道課] 

⑷ 外出を支

援する仕組

みの充実 

高齢者や障害のある人等だれもが外出しやすいよう、外

出支援ボランティアの育成や組織づくりへの支援等に努め

ます。 

[協働推進課] 

[高齢福祉課] 

[障害福祉課] 

⑸ 都営村山

団地の整備

の促進 

都営村山団地再生計画に基づき、高齢者や障害のある人

に配慮した住宅となるよう、エレベーターやスロープ等施

設面の整備の促進について、引き続き東京都に要請してい

きます。 

[都市計画課] 

 

市 が行うこと 
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【主な事業目標】 

区分 事   業   名 
平成 26年度 

現在 

平成 32年度 

目標 
所 管 課 

充実 

ノンステップバスの導入促進 ６台 11台 都市計画課 

（内容） 

市内循環バスへのノンステップバス導入を促進し、バリアフリー化を行います。 

 

 

 

 

 

 

○ 地域住民の視点からバリアフリーなどに関する点検・評価をする。 

○ 外出支援ボランティア活動に参加すること。また、周りの人にも参加を呼びかけ

る。 

○ 障害のある人が自由に行き来できるよう、自転車は決められた場所に置く。 

○ 視覚障害者用誘導ブロックの上に自転車等を置くのをやめる。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 所有施設・設備のバリアフリー化に努める。 

○ スロープを設置するなど、高齢者や障害のある人が利用しやすいてん店舗づくりに

努める。 

 

 

※ 外出支援ボランティア：一般の交通機関を利用して移動することが困難な高齢者や障害のある人に対

し、外出の際など車の運転などにより、送迎や付き添いを協力するボランティ

アのこと。 

 

市民・活動団体 にできることの検討 

 

市内の事業者(所)  にできることの検討 
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２ 安全・安心のまちづくりの推進                   

 

 
 
 

【主な取組】 

取組名 内 容 所管課 

⑴ 情報提供

サービスの

推進 

電子メールで犯罪・災害・市政情報を配信する情報提供

サービスについて、登録者数（犯罪情報、災害情報、市政

情報）の増加促進及び即時性の向上に努めるとともに、配

信内容を充実します。 

[秘書広報課] 

⑵ 参加・体

験型交通安

全教育の実

施 

自転車の正しい乗り方について指導する自転車運転者講

習会や、体験型交通安全教室（スケアード・ストレイト）

の開催により、市民への交通安全意識の啓発に努めます。 

また、市内における夏期交通防犯映画会を継続し、正しい

知識の普及・啓発に努めます。 

[防災安全課] 

⑶ 自主防犯

組織の育成

支援 

安全・安心のまちづくりを推進するため、自治会等を母

体とした自主防犯組織に対し、防犯パトロール資器材等を

助成するなど、自主防犯組織の結成促進と育成支援を行い、

地域における防犯対策の強化を図ります。 

[防災安全課] 

⑷ 自主防災

組織の育成

支援 

「自分たちのまちは自分たちで守る。」という共助意識の

醸成や災害時における市民（地域住民）・事業者（所）・市

が一体となった地域ぐるみでの防災行動力を向上させるた

め、災害対策用資器材等の助成を強化するなど、自治会を

中心とした自主防災組織の結成促進と育成強化を図りま

す。 

[防災安全課] 

⑸ 避難行動

要支援者対

策の推進 

平成２７年３月に策定した避難行動要支援者避難行動支

援プラン（全体計画）に基づき、個別計画を策定していき

ます。関係組織との協力体制を整え、避難行動要支援者一

人一人の個別計画を策定することで、緊急時等の安全・迅

速な支援を推進します。また、制度の内容について広く認

知していただけるよう、引き続き広報活動も行っていきま

す。 

[防災安全課] 

[地域福祉課] 

[高齢福祉課] 

[障害福祉課]  

 

⑹ 地域の見

守り活動の

推進 

自治会圏域等の身近な地域で、一人暮らしや認知症の高

齢者等の見守りが必要な市民に、定期的な声掛けや見守り

などの“地域の見守り活動”を住民や民生・児童委員、ボ

ランティア等と連携・協働のもと推進します。今後さらに、

身近な地域で活動をしている組織・団体等がネットワーク

化を図り、実情に即した活動となるよう支援します。 

[協働推進課] 

[地域福祉課] 

[高齢福祉課] 

[教育総務課] 

 

市 が行うこと 
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⑺ 市民に対

する犯罪被

害の防止対

策の推進 

市民、特に高齢者や障害のある人など、詐欺・窃盗、消

費者トラブル等の被害から守るため、引き続き情報提供・

啓発活動に努めます。 

また、トラブル解決のための適切な助言、消費者相談の

充実を図ります。 

[協働推進課] 

[高齢福祉課] 

[障害福祉課] 

 

 

【主な事業目標】 

区分 事   業   名 
平成 26年度 

現在 

平成 32年度 

目標 
所 管 課 

充実 

情報提供サービス登録者数 

（犯罪情報、災害情報、市政情報） 
延べ 3,439人 延べ 6,000人 秘書広報課 

（内容） 

電子メールで犯罪、災害、市政情報を配信する情報提供サービスについて、即時性の向

上に努め、配信内容を充実させるとともに、登録者数の増加を促進し、安全・安心の情報

を拡大します。 

充実 

自転車運転者講習会の実施 15回 18回 防災安全課 

（内容） 

自転車の正しい乗り方が学べる講習会を開催し、交通安全意識を啓発します。 

充実 

夏期交通防犯映画会の実施 12回 15回 防災安全課 

（内容） 

子どもたちが夏休みを安全に過ごせるように、交通マナーに対する正しい知識及び犯罪

に遭わないための防犯意識の啓発を図るため、交通防犯映画会を実施します。 

充実 

自主防犯組織の結成促進と育成支援 12団体 15団体 防災安全課 

（内容） 

自主防犯組織の結成を促進し、育成を支援します。 

充実 

自主防災組織の結成促進と育成支援 29団体 33団体 防災安全課 

（内容） 

自主防災組織の結成を促進し、育成を支援します。 
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区分 事   業   名 
平成 26年度 

現在 

平成 32年度 

目標 
所 管 課 

新規 

避難行動要支援者個別計画の策定 ― 
（登録者数） 

1,100人 
地域福祉課 

（内容） 

災害時に自ら避難することが困難な方への支援を実効性のあるものにするために平成２

７年３月に策定した全体計画に基づき、個別計画を策定します。 

新規 

避難支援等関係者会議の設置 未設置 設置 地域福祉課 

（内容） 

避難行動要支援者の支援者による協議など、個別計画策定に向けた会議を地域に設置し、

災害時などのいざという時の支援体制、地域のつながりを形成します。 

 
 
 

 

 

 

○ 道路や歩道への自転車等の放置をやめること。また、高齢者や障害のある人など

の通行に配慮し、やさしい運転マナーに努める。 

○ 交通安全教室などに積極的に参加するよう努め、安全・安心のまちづくりの意

識を高める。 

○ 自主防災組織などが行う防災訓練に参加する。 

○ 宿泊防災訓練などに参加した若い世代が、習得した知識などを地域の防災活動

に生かし、防災意識を高めることで災害時に備える。 

○ 自治会、老人クラブや子ども会など、様々な地域活動に積極的に参加する。 

○ 自治会を中心に一人暮らしの高齢者や障害のある人などの見守り、話し相手、声

かけ、ごみ出しの手伝い等を積極的に行う。 

○ 高齢者見守りネットワーク事業の地域見守り協力員となって地域の高齢者の見

守りを行う。 

○ 一人暮らしの高齢者などに対し、積極的に挨拶・声かけを励行する。 

○ 高齢者の散歩の機会などを活用し、住民自身による地域パトロール活動を行うよ

う心がける。 
 

市民・活動団体 にできることの検討 
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○ 市などの行政機関等と災害時の連携・協力に努める。 

○ 不審者に関する情報等の提供に努める。 

○ 緊急時には、市などの行政機関等と連携し、要配慮者の支援に協力する。 
 

 

〖コラム〗 
 

■避難行動要支援者対策について 

平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災では、被災地全体の死者数のうち６５歳以上の高

齢者の割合は約６割、障害のある人の死亡率は被災住民全体の死亡率の約２倍でした。（『平成２６

年度版 消防白書』より） 

 このことを踏まえ、国は平成２５年６月に災害対策基本法を改正し、避難行動要支援者名簿を活

用した実効性のある避難支援が行われるよう、同年８月に従来の「災害時要援護者の避難支援ガイ

ドライン」を「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」に改定しました。 

 

※避難行動要支援者とは、高齢者や障害のある人で、災害発生時に自力で避難することが難しく、周りの

人の支援を必要とする人のことを言います。 

 

本市では、国の方針を受け、避難行動要支援者避難行動支援プラン（全体計画）及び避難行動要

支援者名簿を作成しました。今後、個人情報の保護に留意しながら消防署や自治会、民生・児童委

員協議会などの関係組織との協力体制を整え、避難行動要支援者一人一人の個別計画を策定してい

きます。また、名簿に関しては定期的な訪問等を通して見直し、更新を行います。 

 本市には、高齢者や障害のある人で、災害時に支援を必要としている方が、平成２７年４月時点

で約２３００人います。 

いざという時、これら避難行動要支援者を守るためには、地域の人々の支援が不可欠であるため、

それぞれ自分自身が支援することを考えることが重要です。 

 

避難行動要支援者に関することは 

地域福祉課 避難行動要支援者計画担当へ 

TEL ０４２－５６５－１１１１ （内線２０１） 

市内の事業者(所)  にできることの検討 
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３ 支援のための制度の周知等                     
 

 

 

 
 

【主な取組】 

取組名 内 容 所管課 

⑴ 成年後見

制 度 の 周

知・運用 

認知症高齢者、知的障害者、精神障害者などの財産管理

や身上監護を行う成年後見制度の周知を行うとともに、申

立費用や報酬の助成を行います。 

[地域福祉課] 

[高齢福祉課] 

[障害福祉課] 

⑵ 権利擁護

セ ン タ ー

（仮称）の

設置 

成年後見制度の専門相談及び判断能力の不十分な人の福

祉サービスの利用援助を行う「権利擁護センター（仮称）」

の機能を持つ窓口を設置し、利用の促進を図ります。 

[地域福祉課] 

⑶ 権利行使

の支援 
認知症高齢者、知的障害者、精神障害者などが地域で安

心して生活を送れるよう福祉サービスの利用の援助や日常

的な金銭管理等を行う社会福祉協議会の地域福祉権利擁護

事業の周知に努め、利用の促進を図ります。 

[地域福祉課] 

[高齢福祉課] 

[障害福祉課] 

⑷ 虐待防止

ネットワー

クの充実 

子どもへの虐待増加に対応するため、子ども家庭支援セ

ンターが主体となる要保護児童対策地域協議会などの虐待

防止ネットワーク事業の推進・充実や相談体制の強化に努

め、虐待の防止や早期発見・早期対応を図ります。また、

高齢者や障害のある人に対する虐待を防止するために、地

域包括支援センター及び障害者地域自立生活支援センター

と協力して、自宅訪問を行うなど、虐待の早期発見・防止

に努めます。 

[高齢福祉課] 

[障害福祉課] 

[子育て支援課] 

⑸ 配偶者等

からの暴力

の 防 止 等 

による被害

者への支援

等 

配偶者等からの暴力の実態等に関する市民等の理解を深

めるため、ＤＶ相談窓口周知カードやパンフレットを作成

するとともに、市報やホームページなど多様な手段や機会

を通して、情報の提供と早期相談の促進に努めます。 

また、相談や関係窓口で対応する職員がそれぞれの部署

の職責に応じて適切な対応ができるよう庁内連携組織を設

置し、情報管理を徹底します。 

[協働推進課] 

[子育て支援課] 

 

 

市 が行うこと 
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【主な事業目標】 

区分 事   業   名 
平成 26年度 

現在 

平成 32年度 

目標 
所 管 課 

新規 

権利擁護センター（仮称）機能の設置 未設置 設置 地域福祉課 

（内容） 

成年後見制度に関する専門的な相談や、福祉サービスの利用に関する相談と苦情対応な

どを行う権利擁護センター（仮称）の機能を持つ窓口を設置し、利用の促進を図ります。 

新規 

ＤＶに関する庁内連携組織の設置 未設置 設置 子育て支援課 

（内容） 

相談や関係窓口で対応する職員が、それぞれの部署の職責に応じて適切な対応ができる

よう庁内連携組織を設置し、情報管理を徹底します。 

 

 

 

 

 

 

○ 一人一人が権利擁護の意識を高める。 

○ 権利擁護のための各事業や制度の理解に努め、必要に応じて利用するよう心がける。 

○ あらゆる虐待を認識したときや疑いのある場合は対応機関に通報し、その義務につい

ても周知する。 

 

 

 

 

 

 

○ 市などの行政機関等と連携し、判断能力の不十分な人の権利擁護に努める。 

○ 積極的な施設見学等オープンな施設とするとともに、地域との交流を推進し、虐待等

の抑制となる環境づくりを図る。 

市民・活動団体 にできることの検討 

 

市内の事業者(所)  にできることの検討 
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第４節 自立を促進するまちづくり 

 

■現 況                               
 

地域の誰もが働くことのできる環境づくりを進めるためには、関係機関と連携して各種の相談に

対応しながら、就労の支援や自立促進を図っていくことが必要となっています。 

  

  

市民への調査によると、日常生活の

中で日ごろ困っていること、悩みを感じ

ていることについては、将来の生活につ

いての不安が最も多い回答となってい

る一方で、生活困窮者自立支援制度の認

知度は、２割を下回っています。 

そのため、生活困窮者の把握に努め

るとともに、市民のなやみごとに対する

相談体制の強化及び就労等を支援するこ

とが課題となっています。 

 

（参照：「武蔵村山市地域福祉計画策定に向けた市民意識調査報告書 平成２７年３月」より） 

 

 

○ 目指す地域のすがた 

１ 様々な年齢や立場の人全てが、身近な地域で就労することができるまち 

２ 生活保護制度の適正な運用が図られ、生活に困窮した人が経済的な不安を解消し、医療・

介護サービスをより安心して受けることができるまち 

３ 関係機関が連携し、各種相談に対応しながら就労・自立に向けた継続的な支援が図られ、

生活に困窮した人を支え、自立が促進されるまち 

 

 

 

名称も内容も知っ

ている
12.9%

名称を聞いたこと

があるが、内容は
知らない

38.2%

名称も内容も知ら

ない

45.4%

無回答

3.4%
ｎ=1161

【生活困窮者自立支援制度の認知状況】 
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１ 就労の場の確保                                                    

 

 

 

【主な取組】 

取組名 内 容 所管課 

⑴ 就労の場

の確保 
市の窓口や、市内関係機関できめ細やかな相談を継続す

るとともに、訓練機関とのパイプを持ち就労に向けた相談、

情報提供を実施しているシルバーワークプラザ、ハローワ

ーク、東京しごと財団、障害者就労支援センターなどと緊

密に連携し就労の場の確保に努めます。 

さらに、シルバー人材センター活動の充実を図りながら、

高齢者や障害のある人の雇用拡大のための支援を行いま

す。 

[地域福祉課] 

[高齢福祉課] 

[障害福祉課] 

[子育て支援課] 

[生活福祉課] 

 

⑵ 働くこと

ができる環

境づくり 

高齢者、障害のある人、ひとり親家庭の母親など、地域

のだれもが働くことができる環境づくりを進めます。 

[地域福祉課] 

[高齢福祉課] 

[障害福祉課] 

[子育て支援課] 

[子ども育成課] 

[生活福祉課] 

 

【主な事業目標】 

区分 事   業   名 
平成 26年度 

現在 

平成 32年度 

目標 
所 管 課 

充実 

就労移行支援事業利用者数 16人／年 18人以上／年 障害福祉課 

（内容） 

障害者就労支援センター等により、障害のある人の就労機会の拡大を図るとともに、安

定して働き続けることができように就労面と生活面の支援を行い、自立と社会参加の促進

を図ります。 

充実 

母子自立支援・婦人相談員の設置 ２人 ３人 子育て支援課 

（内容） 

ひとり親家庭に対する相談とその自立に必要な情報提供及び指導並びに職業能力の向上

及び求職活動を支援する母子自立支援・婦人相談員を増員します。 

市 が行うこと 
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○ 自分の住んでいる地域や身近に働くことができず困っている人がいたら、相談窓口

や就労の場等、情報収集を図るとともにそれぞれが可能な範囲で本人や周囲の関係

者に情報提供する。 

○ 積極的に対応する機関に相談する等、自立促進を支援することで、誰もが住みやす

い環境に努める。 

 

 

 

 

 

○ 高齢者や障害のある人、ひとり親家庭の母親などを積極的に雇用するよう努める。 

 

 

 

市民・活動団体 にできることの検討 

 

市内の事業者(所)  にできることの検討 
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２ 生活保護受給者への日常生活等支援                                   

 

 

 

【主な取組】 

取組名 内 容 所管課 

⑴ 給付制度

の適正な運

用 

地区担当員（ケースワーカー）の訪問活動等によって生

活保護世帯の生活実態を把握し、その実情に応じた生活保

護費の適正な給付に努めます。 

[生活福祉課] 

⑵ 医療扶助

の抑制 
後発医薬品の使用促進、社会的入院者の退院促進等を実

施して、生活保護費に占める医療扶助の抑制を図ります。 

[生活福祉課] 

⑶ 生活の相

談・指導の

実施 

生活保護世帯の自立を支援、促進するため、関係機関と

の協力による各種相談に対応できる体制を充実させ、適切

な相談・指導を継続的に実施します。 

[生活福祉課] 

⑷ 就労の促

進 
生活保護被保護者就労支援促進事業により、就労支援員

を配置し、ハローワークとの連携を強化して、就労の促進

に努めます。 

[生活福祉課] 

 

 

 

【主な事業目標】 

区分 事   業   名 
平成 26年度 

現在 

平成 32年度 

目標 
所 管 課 

充実 

就労支援 
（その他世帯率） 

14.9％ 

（その他世帯率） 

10.0％ 
生活福祉課 

（内容） 

生活保護世帯のうち、主に失業により保護を開始した 18 歳から 65 歳までの稼働能力の

ある者を含む世帯については、その働ける者の就職を支援することにより保護脱却の可能

性が高く、就労可能な生活保護受給者に対する就労支援を積極的に行い、その他世帯（働

ける者がいる世帯）の割合の減少に努めます。 

 

 

市 が行うこと 
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○ 見守りを必要とする人たちへの共助に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 生活保護受給者に対する就労支援・生活支援等について、行政機関等との情報連携に 

努める。 

 

市民・活動団体 にできることの検討 

 

市内の事業者(所)  にできることの検討 
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３ 生活困窮者の自立支援                                          

 

 
     

【主な取組】 

取組名 内 容 所管課 

⑴ 自立に向

けた相談支

援 

生活困窮者の様々な相談に一元的に対応し、的確な評価・分析

に基づいた自立支援計画を策定する等して、関係機関との調整等

を行い生活困窮者の自立を支援します。 

また、学習支援などの任意事業については、市民のニーズを踏

まえ、実施していきます。 

[地域福祉課] 

⑵ 自立に向

けた就労等

支援 

 

 

就労支援員による就労意欲の喚起、キャリアコンサルティング

業務、履歴書の作成指導等、就労に向けた支援を実施します。 

また、ハローワーク等での就労に向けた活動をすること等を条

件に、住居確保給付金を支給する等、生活困窮者の自立を支援し

ます。 

[地域福祉課] 

⑶ 一般就労

に向けた支

援 

 

 

 就労することが困難な生活困窮者に対して、就労に従事する準

備としての基礎能力の形成を、計画的かつ一貫して行う就労準備

支援事業を事業者に委託して実施します。 

 また、就労準備支援事業利用以降も就労することが困難な場合

は、支援を実施する事業者をあっせんすることにより、引き続き

就労を支援します。 

[地域福祉課] 

⑷ 進学支援 中学３年生・高校３年生を対象として、塾費用や受験料の無利

子貸付けを行うチャレンジ支援貸付事業を継続的に実施し、生活

困窮の家庭を支援します。 

[地域福祉課] 

 

【主な事業目標】 

区分 事   業   名 
平成 26年度 

現在 

平成 32年度 

目標 
所 管 課 

新規 

市民なやみごと相談窓口の充実【再掲】 未設置 設置 地域福祉課 

（内容） 

生活困窮者を含めた多様な市民の相談に、積極的かつ総合的に対応できる「市民なやみ

ごと相談窓口」において、市民の抱える課題の解決に向けた支援を行います。 

 

市 が行うこと 
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○身近な地域に、生活困窮者又はその条件に近い存在に気付いた時、その世帯への制度

の周知や関係機関への情報提供により、地域の連携を深め助け合うこと。 
 

 

 

 

 
 

○ハローワークなどから情報を収集し、国などの制度を理解して積極的に雇用するよう

努める。 
 

 

〖コラム〗 
 

■生活困窮者自立支援制度について 
 

生活困窮者自立支援制度の主な対象者は、生活保護に至る可能性のある者で、自立が見込まれる者

となります。 

生活困窮者に対し、生活保護受給に至る前の段階で、自立に向けた支援を行うことによって、課題

がより複雑化・深刻化する前に自立の促進を図ることが期待されています。 

平成２７年４月から、生活困窮者自立支援制度が始まり、全国に生活困窮者に対する相談窓口が設

置されました。（自立相談支援事業の窓口） 

相談窓口では、生活困窮者の把握と本人の置かれている状況や環境、並びに生活困窮に陥った背

景・要因を分析、対応すべき課題を捉えて解決の方向を見定めていくことを基本とし、他の専門機関

と連携しながら、寄り添い型の支援を行うこととなっています。  
 

●自立相談支援事業：あなただけの支援プランを作ります。 

●住居確保給付金の支給：家賃相当額を支給します。 

●就労準備支援事業：社会、就労への第一歩。 

●家計相談支援事業：家計の立て直しをアドバイス。 

●就労訓練事業：柔軟な働き方による就労の場の提供。 

●生活困窮世帯の子どもの学習支援：子どもの明るい未来をサポート。 

●一時生活支援事業：住居のない方に衣食住を提供します。     （参照：厚生労働省 HP） 

市民・活動団体 にできることの検討 

 

市内の事業者(所)  にできることの検討 
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第５章 計画の推進と進行管理 
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第１節 計画推進の体制 

 

１ 推進体制の考え方 ━ 適切な役割分担による計画の推進 ━ 

 

本計画を推進するに当たっては、市民・事業者・市の連携・協働が不可欠です。 

そこで、「市民活動団体との協働に関する指針」（平成 18年１月）に基づき、地域においてそれぞ

れが主体的・積極的に役割を果たし、地域社会全体が共に連携・協働の視点で取組を行っていくこ

とが求められます。 

 

[連携・協働のイメージ図] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全ての人の 

地域生活支援 

市 市民（地域住民） 民生・児童委員 

保育所（園）・幼稚園 

小・中・特別支援・高等学校 

医療機関 

保健相談センター 
 

障害者自立支援協議会 ボランティア団体 

社会福祉協議会 

地域の商店や企業 

自治会 
 

地域包括支援センター 

ＮＰＯ法人 

障害福祉サービス事業者 

高齢福祉サービス事業者 

ボランティア・市民活動 
センター 

保健所 

児童相談所 

子ども家庭支援センター 

シルバー人材センター 
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２ 期待される役割  ━ 具体的な推進内容 ━ 
   

⑴ 市民（地域住民）の役割 

 市民（地域住民）一人一人が地域福祉についての理解を深めるとともに、地域を構成する一

員であることを認識することが大切です。身近な場所で自分にできることは何かを考え、個人と

して、ボランティア団体やＮＰＯ法人等のメンバーとして、自主的・積極的な地域福祉活動を実

践し、助け合いながら、地域福祉を実現していくことが期待されています。 

 

⑵ 事業者（所）の役割  

福祉サービスの提供者として、市民（地域住民）の多様なニーズに応えるとともに、サービス

の質の向上に努め、地域のネットワークなどを通じて他のサービスと連携し総合的なサービス提

供の実現を図っていくことが求められます。 

また、地域の商店や企業などが、地域福祉についての理解を深め、地域社会の一員として活動

していくことが期待されます。 

 

■社会福祉協議会の役割 

社会福祉協議会は、社会福祉法によって「地域福祉の推進を図る中心的な団体」として位置付

けられており、住民主体の活動を支援していくという重要な役割を担っています。 

また、地域福祉を推進するため、社会福祉協議会がコーディネート役となって、地域の人と人、

関係団体、関係機関などを結び、地域での「共に支え合う」活動の実践につなげ、互いがそれぞ

れの多様性を認め合う豊かな福祉コミュニティへと発展させていくことなどの役割も担っていま

す。 

 

⑶ 市の役割  

市は、本計画に定める施策・事業を実行し、地域福祉の推進に努めます。 

市民（地域住民）、事業者（所）の地域福祉に関する活動について自発性・自主性を尊重すると

ともに、自主的・積極的に地域福祉活動に参加できるよう、参加しやすい機会や分かりやすい情

報の提供など必要な支援を実施します。また、地域で発見される生活課題について、情報の共有

と問題解決のためのコーディネーターの配置や活動の場や機会などの環境整備に努めます。 

そのほか、公的な福祉サービスでの対応が必要な場合には、早急に福祉サービスを提供すると

ともに、行政の縦割りをなくし、横断的な解決を図ります。 
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第２節 計画の進行管理 

 

１ 計画の進行管理と評価 

 

本計画を実効性あるものとして推進するため、行政評価制度を活用するとともに、計画の進捗状況

を確認・評価し、市民に中間報告を公表し、必要に応じて改善を図っていきます。 

 

 

【進行管理のイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(改善) 
【施策実施における 

問題・課題への対応】 

(評価) 
【所管課による自己評価】 

【行政評価制度を活用し

た点検、評価】 

(実行) 

【所管課による 

施策の実施】 

(計画) 

【市民（地域住民） 

参加による計画策定】 

統計データ収集・市民意識

調査・団体聴き取り調査等

による問題・課題と成果等

の把握 

市民への進捗状況

や成果の公表 

（中間報告） 

施策や計画の見直し 
計画の公表 
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⑴ 所管課による自己評価 

  本計画の各施策・事業について、所管課が自己評価・フォローを行いながら、計画に基づく事業の

実施に努めます。 

 

 

⑵ 行政評価制度を活用した点検及び評価 

本市では、市民の視点に立った成果志向の行政運営、透明性の高い行政運営を実現するために、行

政評価委員会を設置して事務事業の効果を事後に分析・検証する「行政評価制度」を導入しており、

福祉部門を含む市の事業について行政評価を実施しています。本計画の各施策・事業について行政評

価制度を活用した点検及び評価を行うとともに、課題について検討し、その結果を次の事業展開に反

映させていきます。 

 

 

⑶ 市民（地域住民）への公表 

  進行管理の機会にあわせて、本計画についての進捗状況を取りまとめ、ホームページを通じて市民

（地域住民）へ公表していきます。 
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第６回地域福祉計画策定懇談会の日程について 

 

平成２７年１０月 

 

日 月 火 水 木 金 土 

27 28 29 30 1 2 3 

4 5 6 7 

 

8 

 

9 10 

11 12 13 

 

14 15 16 17 

18 19 20 21 22 

①ＰＭ 

23 24 

25 26 27 28 29 

 

30 

 

31 

 

 

 

 

 

 

第１候補日 １０月２２日 午後２時から ３０１会議室 

 

 

資料３ 
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地域福祉計画の素案（第１章～第５章）へのご意見 

 

 

項  目 懇談会委員からの意見（要旨） 市の考え方 参照ページ 

第２章 武蔵村山市の

現状 

第１節 地域福祉の現

状 

  ２ 高齢者福祉及 

び介護保険事業 

等 

   ⑴ 高齢者の推

移 

○ 高齢者人口と高齢化率の比較について、平

成２７年度が空欄となっているが、今後差し

替えるとしても、直近のデータを記載しては

どうか。 

● 住民基本台帳及び外国人登録人口（東京都

は住民基本台帳のみ）の数値となりますが、

本市と東京都については、平成２７年１月１

日現在のデータが確認できましたので、本日

お配りした資料「第２章 武蔵村山市の現状

（修正）」の３ページのとおりに修正いたしま

した。 

※ 今後数値の取扱いについては、変更となる

可能性もあります。 

１４ 

  ３ 障害者福祉 

   〖コラム〗 発 

達障害、高次

脳機能障害、

難病について 

 

○ 発達障害・高次脳機能障害・難病につい

て、障害者総合支援法による福祉サービスを

利用できる旨の記載を追加してはどうか。 

○ 障害者総合支援法で対象となる難病は、平

成２７年７月１日現在３３２疾病であるた

め、記載内容を検討してはどうか。 

○ 最近、自閉症スペクトラム障害という定義

のもと、自閉症やアスペルガー症候群、広汎

性発達障害をひとくくりの障害単位として考

える方向に向かっているとのことであるた

め、表現の仕方について、懇談会で諮っては

いかがか。 

● 障害者総合支援法による福祉サービスが利

用できる旨の記載及び難病数については、本

日お配りした資料「第２章 武蔵村山市の現

状（修正）」の４ページのとおりに修正いたし

ました。 

 

 

● 表現の仕方につきましては、事務局で、現

在検討しておりますが、委員の皆様から御意

見をいただければ幸いです。 

１９ 
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項  目 懇談会委員からの意見（要旨） 市の考え方 参照ページ 

  ４ 子育て支援 

   ⑴ 子どもと子

育て家庭の状

況 

○ 年齢３区分別人口及び構成比の推移につい

て、平成２７年度が空欄となっているが、今

後差し替えるとしても、直近のデータを記載

してはどうか。 

● 住民基本台帳及び外国人登録人口の数値と

なりますが、平成２７年１月１日現在のデー

タが確認できましたので、本日お配りした資

料「第２章 武蔵村山市の現状（修正）」の５

ページのとおりに修正いたしました。 

２１ 

第４章 基本計画 

第３節 安全・安心な

まちづくり 

  １ 福祉のまちづ 

くり 

   ⑵ 公共交通機

関の整備とバ

リ ア フ リ ー

化、ユニバー

サルデザイン

の促進 

○ 「さらに、交通不便地域への対応として、

市内循環バスを補完する新たな公共交通であ

る乗合タクシー「むらタク」の更なる活用を

図っていきます。」における「更なる」は公用

文の表記としては相応しくないため、「一層

の」に表記を修正すべき。 

● 委員のご意見を反映できるよう、「一層の」

へと表記を変更します。 

７４ 

 



                                武蔵村山市の現状 第２章 

- 1 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 武蔵村山市の現状（修正） 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第２章 武蔵村山市の現状                                 

- 2 - 

 



                                武蔵村山市の現状 第２章 

- 3 - 

２ 高齢者福祉及び介護保険事業等 
 

⑴ 高齢者の推移 

本市の高齢者人口は、昭和４５年以降増加を続け、平成２７年１月１日現在 17,226 人で、高齢化

率は 23.9％です。高齢化率は、東京都と比べやや高くなっています。 
 

■高齢者人口と高齢化率の比較 

 

武蔵村山市 東 京 都 全   国 

高齢者人口 

（人） 

高齢化率 

（％） 

高齢者人口 

（千人） 

高齢化率 

（％） 

高齢者人口 

（千人） 

高齢化率 

（％） 

昭和 45年 1,328  3.2  591  5.2  7,393  7.1  

昭和 50年 1,804  3.5  732  6.3  8,865  7.9  

昭和 55年 2,514  4.4  895  7.7  10,647  9.1  

昭和 60年 3,406  5.6  1,056  8.9  12,468  10.3  

平成 ２年 4,712  7.2  1,244  10.5  14,895  12.0  

平成 ７年 6,338  9.5  1,531  13.0  18,261  14.5  

平成 12年 8,524  12.9  1,910  15.8  22,005  17.3  

平成 17年 11,482  17.3  2,295  18.3  25,672  20.1  

平成 22年 14,555  20.3  2,557  20.3  29,113 22.8 

平成 27年 17,226 23.9 2,936 22.1   
 
備考 １ 昭和 45 年から平成 22 年までは国勢調査人口 

 ２ 平成 27 年の武蔵村山市の数値は、平成 27 年１月１日現在の住民基本台帳及び外国人登録人口 

 ３ 平成 27 年の東京都の数値は、平成 27 年１月１日現在の住民基本台帳人口 
 

■市の高齢者人口と高齢化率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
備考 １ 昭和 45 年から平成 22 年までは国勢調査人口 

 ２ 平成 27 年の武蔵村山市の数値は、平成 27 年１月１日現在の住民基本台帳及び外国人登録人口 

 ３ 平成 27 年の東京都の数値は、平成 27 年１月１日現在の住民基本台帳人口 

 ４ 平成 27 年の全国の数値は、平成 27 年 1 月１日現在の総務省統計局人口 
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〖コラム〗 
 
■発達障害、高次脳機能障害、難病について 

発達障害と高次脳機能障害、難病は、いまだに社会的認知度が低く、今後、障害の特性に応じた適
切な支援が求められています。（いずれも障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための
法律による障害福祉サービスの対象となっています。） 

 
発達障害 

「発達障害」は、「自閉症」（主な症状：言葉の意味を理解できなかったり、相手の感情に共感でき
ず人とのコミュニケーションがうまくとれなかったりする。）、「アスペルガー症候群」（主な症状：相
手の感情や雰囲気を察することができず、人や社会とのコミュニケーションに支障を来しやすい。）、
「学習障害（ＬＤ）」（主な症状：全般的な知的発達の遅れはないが、聞く、話す、読む、書く、計算
する、又は推論する能力の習得と使用に著しい困難を示す。）、「注意欠陥多動性障害（ＡＤＨＤ）」（主
な症状：日常生活に著しく支障を来すほど多動、注意集中困難、衝動性が目立つ。）などの総称です。
通常、症状は低年齢時において発現しますが、発現後は、心理機能の適正な発達及び円滑な社会生活
の促進のために、できるだけ早期に発達障害の特性に応じた医療的・福祉的・教育的支援を行うこと
が重要とされています。 
障害の特性やライフステージに応じた支援を国・地方公共団体・国民の責務として定めた「発達障

害者支援法」が平成 16年 12月 10日に公布され、平成 17年４月１日から施行されています。 
東京都では、自閉症などの発達障害の人とその家族が、安心した暮らしを営むことができるよう、

その総合的支援を行う地域の拠点として、東京都発達障害者支援センター（ＴＯＳＣＡ）を設置して
います。 

 
高次脳機能障害 

「高次脳機能障害」は、外傷性脳損傷、脳血管障害等によって脳が損傷を受け、その後遺症として
生じた記憶障害、注意障害、社会的行動障害等の認知障害等を指します。会話がうまくかみ合わない、
段取りをつけて物事を行うことができないなどの症状がみられ、日常生活において支障を来す場合が
あります。これまで障害者支援の枠組みでは対応されてきませんでしたが、国は、実態を把握し支援
策を模索すべく平成 13年度からモデル事業を立ち上げ、その後、平成１８年に   
「高次脳機能障害支援普及事業」に引き継がれています。 
武蔵村山市では、高次脳機能障害について、市民・医療機関等関係機関に対し理解の促進を図るた

め、講演会を開催し、普及啓発を図るとともに、高次脳機能障害者の家族の交流会を開催するなど、
支援を図っています。 

 
難病 

難病は、医学的に明確に定義された病気の名称ではなく、一般的には治療がむずかしく、慢性の経
過をたどる疾病などを「難病」と呼んでいます。 
一方、昭和 47年の難病対策要綱における難病とは、「①原因不明、治療方針未確定であり、かつ、

後遺症を残す恐れが少なくない疾病」、「②経過が 慢性にわたり、単に経済的な問題のみならず介護等
に著しく人手を要するために家族の負担が重く、また精神的にも負担の大きい疾病」と、定義されて
います。 
平成 25年 4月から、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」に定める障

害者（児）の対象に、難病等が加わり、障害福祉サービスの対象となりました。その対象疾病数は、
平成 27年 7月 1日現在 332です。 
平成 26年には、難病の患者に対する医療等に関する法律（難病法）が成立し、医療費の自己負担の

軽減（公費負担）を受けられる疾患は、特定疾患から指定難病に移行しました。 
また、平成 27年 1月から実施されている新たな難病医療費助成制度における対象疾病として、国の

指定難病（306疾病）と東京都単独の対象疾病（15疾病）があります。（平成２７年７月１日現在） 
           

〔参照：厚生労働省ＨＰ、公益財団法人 難病情報センター（難病対策の概要）〕 
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４ 子育て支援 
 

⑴ 子どもと子育て家庭の状況 
 

① 年齢３区分別人口の推移 

平成 27年において、本市の０～14歳の子どもの数は、10,769人と総人口（72,092人）の 14.9％

を占めており、昭和 55年から比較するとその割合は 14.3ポイントの減少となっていますが、平成

７年（11,028人）15.3％からは増減を繰り返しながらほぼ横ばい傾向を示しています。 

人口は、平成 17年以降増加傾向にありますが、65歳以上の高齢者人口が増加しているのに対し、

15歳から 64歳までの生産年齢人口は減少しています。 

 

■年齢３区分別人口及び構成比の推移 （単位：人） 

区 分 昭和 55年 昭和 60年 平成２年 平成７年 平成 12年 平成 17年 平成 22年 平成 27年 

人 口 57,198 60,930 65,562  67,015  66,052 66,553 70,053  72,092 

０～14歳人口  

  構成比(%) 

16,684 14,332 12,127 11,028  10,097   9,904 10,877  10,769 

29.2 23.5 18.5 15.3  15.3     14.9 15.5  14.9 

15～64歳人口 

  構成比(%) 

37,904 43,096 48,362 49,600  47,394 44,982  44,578  44,097 

66.3 70.7 73.8 74.0  71.8 67.6  63.6  61.2 

65歳以上人口 

  構成比(%) 

2,514 3,406 4,712 6,338  8,524 11,482  14,593  17,226 

4.4 5.6 7.2 9.5  12.9 17.3  20.8  23.9 

備考 １ 昭和 45年から平成 22年までは国勢調査人口 

 ２ 平成 27年の武蔵村山市の数値は、平成 27年１月１日現在の住民基本台帳及び外国人登録人口 

 

■年少（０～14歳）人口及び構成比の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
    

資料：国勢調査 
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